4編　債権総論

1章　債権総説

2章　債権の目的

2-1意義と要件

［1］意義→債権の目的＝債務者の履行行為＝給付（債務者のなすべき行為）≠給付物

［2］要件→債権は、金銭に見積もることができないものでも、その目的とすることができる（399）
2-2債権の種類

［1］はじめに

［2］与える債務となす債務

　【1】与える債務→物の引渡

　【2】なす債務―→引渡以外の作為や不作為（代替債務／不代替債務）

［3］結果債務と手段債務

　【1】結果債務

　【2】手段債務→結果に向けて最善を尽くすことが債務の内容（債務不履行と過失の判断が同化）

2-3特定物と不特定物

［1］特定物債権

　【1】意義→特定物＝当事者が、取引において個性に着目している物
　【2】効力

　　（1）債務者の現状での引渡義務
　　　　　・債権の目的が特定物の引渡しであるときは、弁済する者は、その引渡をすべき時の現状でその物を引渡さなければならない（483）
　　（2）債務者の善管注意義務
　　　　　・債権の目的が特定物の引渡しであるときは、債務者は、引渡しをするまで、善良な管理者の注意をもって、その物を保管しなければならない（400）
→履行遅滞中は不可抗力でも責任を負う／受領遅滞中は悪意重過失のときのみ責任

　　（3）危険負担の債権者主義（534Ⅰ）
　　（4）契約時の所有権移転（判例）

［2］不特定物債権（種類債権）

　【1】意義→不特定物＝当事者が、取引において個性に着目していない物
　【2】効力

　　（1）債務者の調達義務

　　　　　・引渡した物に瑕疵があった場合は、債務の本旨に従った給付といえない

→債務者は依然として調達義務を負い、債権者は代物請求／修補請求が可能
　　（2）善管注意義務はなし

　　（3）危険負担の問題はなし

　　（4）契約だけで所有権は移転しない

　【3】制限種類債権

　　（1）意義→制限種類債権＝種類物を給付すべき範囲に一定の制限が設けられている債権
　　（2）効力→制限内の種類物が滅失すれば履行不能

　　（3）種類債権との差異→限定された範囲内の物であれば、通常品質は問題とならない

［3］不特定物債権の特定

　【1】意義→特定は履行の対象を確定させる効果（弁済は債務不履行責任から債務者を免れさせる効果）
　【2】趣旨→調達義務から債務者を解放

　【3】要件
　　　　　・債務者が［物の給付をするのに必要な行為を完了したとき／債権者の同意を得て給付すべき物を指定したとき］は、以後その物を債権の目的物とする（401Ⅱ）
　　（1）持参債務
・物が債権者の住所に到着し、債権者がいつでも受領できる状態におかれたとき（現実の提供）
　　（2）取立債務
　　　　　・言語上の提供をしたからといって、物の給付をするのに必要な行為を完了したことにはならない（百選1）

　　　　　　　→口頭の提供によって債務不履行責任を免れるとしても、特定は生じず調達義務からは解放されない

　　　　　　　→給付危険の移転を「支配」と捉えるなら特定は「引渡時」とすべき？

　　　　　　　→引渡しがなくとも、なすべき行為をしている以上、受領遅滞と同様に危険は移転する？
　　（3）送付債務→送付が債務者の義務なら現実の提供／送付が好意なら発送時

　　（4）瑕疵物の提供
　　　　　・不特定物に隠れた瑕疵があった場合には、債権者が瑕疵の存在を認識した上で履行として認容し債務者に対して瑕疵担保責任を問うなどの事情が存すれば格別、そうでない限り、債権者は受領後もなお、完全な給付を請求する権利を有し、不完全な給付が債務者の責めに帰すべき事由に基づくときは、債務不履行として損害賠償請求権／解除権を有する（百選53）
［4］特定後の債務者の変更権

　　　　　・肯定説

→債権者の反対の意思が明白／債権者に不利益を生じる場合を除き、認められる

　　　　　　　→特定は種類債権の履行手段に過ぎず、種類債権の性質と信義則から認められる

　　　　　・否定説

　　　　　　　→受領を拒絶され、取引の必要上からこれを売却して他の物を準備する場合などを除き、認められない

　　　　　　　→一般の取引社会の観念から判断すべきであり、原則として肯定するのは妥当ではない

2-4金銭債権

［1］金銭債権の意義

　　　　　・金銭の給付を目的とする債務の不履行については、損害賠償の額は、法定利率によって定める（419Ⅰ）
　　　　　　　→ただし、約定利率が法定利率を超えるときは、この限りでない（419Ⅰ但）

　　　　　　　→債権者は、損害の証明をすることを要しない（419Ⅱ）

　　　　　　　→債務者は、不可抗力をもって抗弁とすることができない（419Ⅲ）

［2］利息債権

　【1】意義

　　　　　・基本権たる利息債権／支分権たる利息債権？

　　　　　・元本債権から直接発生するもの？

　　　　　　　→付従性／随伴性／処分上の独立性

　　　　　　　→すでに発生した一定額の利息債権（弁済期到来部分）は付従／随伴せず、独立性を有する

　【2】利率

　　　　　・特約がない限り無利息が原則（587消費貸借契約）

　　　　　　　→利息を生ずべき債権について別段の意思表示がないときは、利率は年5分とする（404）
　　　　　　　→利息の特約があるand利率の定めがない－ときには民事法定利率へ

　【3】複利（重利）

　　　　　・利息の支払が1年以上遅滞した場合において、債権者が催告をしても、債務者が利息を支払わないときは債権者は、これを元本に組み入れることができる（405）

　【4】利息制限法1条2項の解釈

　　　　　・金銭を目的とする消費貸借上の利息の契約は、利息が左の利率により計算した金額をこえるときは、その超過部分につき無効とする（1Ⅰ）

　　　　　　　→10万未満＝年2割／10万～100万→年1割8分／100万未満→年1割5分
　　　　　・債務者は、超過部分を任意に支払ったときは、1条1項の規定にかかわらず、その返還を請求することができない（法1Ⅱ）

　　　　　・超過利息は491条により残存元本に充当される（判例）
　　　　　・元本債権の存在しないところに利息／損害金の発生の余地はなく、利息／損害金の超過支払はありえないから、計算上元本が完済となれば、その後に支払われた金額は利息制限法の適用はなく不当利得の返還を請求できる（百選56）
　　　　　　　→1条2項は充当対象である元本が存在する限り法律上当然に充当計算されるものであるから返還請求を認める必要がないことを確認した規定にすぎない

　　　　　　　→不当利得の根拠は非債弁済だが、「債務の不存在を知っていたとき」（705）は返還できない？

　　　　　　　→不存在を知っていても合理的意味のある弁済なら返還請求を認める？

　　　　　・保証債務についても付従性により制限超過部分については不存在となり、仮に保証人が超過部分の利息を支払っても、主たる債務者に対して償還請求することはできない

　【5】貸金業規制法43条の解釈

　　　　　・口座に対する払込であっても特段の事情のない限り払込確認の都度、受取証書を交付しなければ43条の弁済とは認められない。債務者は受取証書の交付によって利息や元本の充当関係を初めて具体的に把握できる（百選57）
　　　　　・契約に基づく利息や損害金に充当されることを認識した上で自由な意思によって支払ったことで足り、債務者が利息制限法の制限額を超えていることや、超過部分の契約が無効であることを認識することまで要しない（判例）
2-5選択債権

［1］意義

［2］特定

　【1】選択による特定

　　（1）選択権者

　　　　　・債権の目的が、数個の給付の中から選択によって定まるときは、その選択権は、債務者に属する（406）→原則は債務者だが、特約によって債権者／第三者が選択権を有することも
　　（2）選択権の行使

　　　　　・選択権は、相手方に対する意思表示によって行使する（407Ⅰ）
　　→第三者が選択をすべき場合には、選択は、［債権者／債務者］に対する意思表示によってする（409Ⅰ）
・選択の意思表示は、相手方の承諾を得なければ、撤回することができない（407Ⅱ）

　　（3）選択権の移動

　　　〔a〕当事者の一方に選択権
　　　　　・債権が弁済期にある場合において、相手方から相当の期間を定めて催告をしても、選択権を有する当事者が期間内に選択をしないときは、選択権は相手方に移転する（408）
　　　〔b〕第三者に選択権
　　　　　・第三者が選択をすべき場合、［第三者が選択できない／選択をする意思を有しない］ときは、選択権は債務者に移転する（409Ⅱ）
　　（4）効果

　　　　　・選択は、債権の発生の時に遡って効果を生ずる（411）→不能となった給付の選択を認める趣旨

　【2】給付不能による特定

　　（1）特定

　　　　　・債権の目的である給付の中に、［初めから不能であるもの／後に至って不能になったもの］があるときは、債権は、その残存するものについて存在する（410Ⅰ）
　　　　　　　→選択権を有しない当事者の過失によって給付が不能になったときは、適用しない（410Ⅱ）
　　（2）効果

　　　　　・選択権を有しない当事者の過失による場合は、選択権者は不能となった物を選択できる

　　　　　　　→売主に選択権があれば、帰責事由なき履行不能により引渡債務が消滅し、反対債権は残存（536Ⅱ）

　　　　　　　→買主に選択権があれば、引渡債務が債務不履行による損害賠償債務に転化し、反対債権は残存（415）

3章　債権の効力

3-1総説

［1］債権の効力

　【1】債務者との関係で認められる効力

　　（1）給付保持力―――――――→非債弁済

　　（2）裁判外の請求力

　　（3）裁判上の請求力（訴求力）→自然債務

・訴求力はないが任意に弁済すれば有効（消滅時効の援用／不法原因給付／制限超過の利息債務）

　　（4）執行力（掴取力）――――→責任なき債務

　　（5）損害賠償請求権（415）

　　（6）解除（541、543）

　【2】債権の効力が第三者に及ぶ場合→債権者代位権／債権者取消権／第三者による債権侵害

［2］債務と責任

　【1】意義→責任＝一般財産が債権の強制的実現の引当となっている状態（掴取力に服している状態）

　【2】債務と責任の分化

　　（1）責任なき債務

　　（2）債務なき責任→物上保証人／担保目的不動産の第三取得者

　　（3）有限責任

［3］債権に基づく妨害排除請求（→債権各論）

［4］第三者による債権侵害

　【1】はじめに

　【2】第三者による債権侵害と不法行為の成否

　　　　　・権利なるものはいずれもその権利を侵害されない対世的効力を有し、何人であっても権利を侵害することはできない。対世的権利不可侵の効力は権利の通有性であり、債権のみ除かれるものではない（百選21）
　【3】諸類型と成立要件

　　（1）債権の帰属自体を侵害した場合

　　　　　・過失でも不法行為成立――――――→物権の帰属の侵害と異なるところがない

　　（2）給付を侵害し、債権を消滅させた場合

　　　　　・故意が必要―――――――――――→債権に公示性がない以上、原則として故意を求めるべき

　　（3）給付を侵害し、債権が存続する場合

　　　　　・故意＋公序良俗違反／保護法規違反→同一債権の存在は自由競争原理から原則として肯定される

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→対抗要件の場面での背信的悪意者排除論の趣旨の貫徹

　　（4）債務者の責任財産を減少させた場合

　　　　　・法律行為によるものならば、債権者取消権（424）

　　　　　・事実行為によるものならば、故意が必要

3-2強制履行

［1］強制履行とは→広義の債務不履行（客観的な債務不履行の事実）があれば足り、債務者の帰責事由は不要

［2］強制履行の方法

　【1】直接強制

　　　　　・国家機関の権力をもって債務者の意思にかかわらずに債権の内容を実現する手段

　　　　　・債務者が任意に債務の履行をしないとき、債権者は、強制履行を裁判所に請求することができる（414Ⅰ）

　　　　　　　→ただし、債務の性質がこれを許さないときは、この限りでない（414Ⅱ）

　　　　　・要件は…債務不履行の事実＋債務の性質が強制を許す＋履行可能＋不執行特約なし

　【2】代替執行

　　　　　・債務の性質が強制履行を許さない場合において、その債務が作為を目的とするときは、債権者は、債務者の費用で第三者にこれをさせることを裁判所に請求することができる（414Ⅱ）

　　　　　　　→ただし、法律行為を目的とする債務については、裁判をもって債務者の意思表示に代えることができる（414Ⅱ但）
　　　　　・不作為を目的とする債務については、債務者の費用で、［債務者がした行為の結果を除去すること／将来のため適当な処分をすること］を裁判所に請求することができる（414Ⅲ）
　【3】間接強制

　　　　　・履行しないことに対して損害賠償／罰金／債務者の拘禁などを課し、心理的に圧迫して給付を実現

　　　　　　　→債権者の申立により直接強制や代替執行が可能でも間接強制できる（民執173Ⅰ）

　　　　　　　　　→金銭債権は直接強制のみ

→間接強制になじまないもの（同居義務）や履行しようとしてもすぐにできないものは除く

3-3-1（債務不履行）総説

［1］はじめに

　【1】広義の債務不履行と狭義の債務不履行

　　　　　・債務の本旨に従った履行がなされない場合（広義）

　　　　　・それが債務者の責めに帰すべき事由に基づくとき（狭義）

　【2】債務の本旨

　　　　　・契約の解釈により確定された内容どおりの履行（給付）を行わない場合

　　　　　　　→いつ／どこで／誰が／誰に／何を／どのように

　【3】原始的不能・危険負担

　　　　　・原始的不能は契約無効の問題

　　　　　・危険負担は広義の債務不履行のうち、債務者の帰責事由なくして不能となったときの問題

［2］要件

　【1】債務者の帰責事由

・債務者が債務の本旨に従った履行をしないときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請求することができる（415前）
・債務者の責めに帰すべき事由によって履行をすることができなくなったときも、同様とする（415後）

　　　　　・履行不能との均衡（415後）から、すべての債務不履行に帰責事由が必要（通説）

→金銭債権を除く（419）

　　　　　・帰責事由＝故意、過失、または信義則上これと同視すべき事由（通説）
→過失責任主義の原則／責任能力が必要

【2】履行遅滞の要件

　　（1）履行が可能
　　（2）履行期の徒過
・債務の履行について確定期限があるときは、債務者は、期限の到来した時から遅滞の責任を負う（412Ⅰ） 
・債務の履行について不確定期限があるときは、債務者は、期限の到来したことを知った時から遅滞の責任を負う（412Ⅱ）
・債務の履行について期限を定めなかったときは、債務者は、履行の請求を受けた時から遅滞の責任を負う（412Ⅲ）
　　　　　　　→消費貸借の返還債務は催告後相当期間の経過（591Ⅰ）／不法行為の損害賠償債務は不法行為時

　　　　　・弁済の提供があった場合には、遅滞責任を免れる

　　（3）債務者の帰責事由→債務者に責任能力が必要

　　（4）遅滞の違法性――→留置権（295Ⅰ）／同時履行の抗弁権（533）がないこと

　【3】履行不能の要件

　　（1）履行が不能
　　　　　・不能の判断は一般的な取引観念／社会通念による

　　　　　　　→二重譲渡されて登記具備／必要な免許や許可が得られない／法律により禁止された（判例）

　　　　　　　→売買目的物が差押えられても履行不能とはならない（判例）

　　　　　・後発的不能に限られる→原始的不能は無効

　　（2）債務者の帰責事由
　　　　　・遅滞中の不能は信義則上、不可抗力でも責任を負う（遅滞がなくとも不能が確実な場合を除く）
　　（3）不能の違法性→緊急避難など

　【4】不完全履行の問題点

　　（1）不完全履行の態様

　　　〔a〕瑕疵型――→不特定物に瑕疵がある場合＝給付義務違反（特定物なら瑕疵担保）

　　　〔b〕拡大損害型→給付の不完全により給付外利益（完全性利益）が侵害された場合＝保護義務違反

　　（2）不完全履行の処理

　　　〔a〕追完が可能な場合―→一部履行遅滞として処理

　　　〔b〕追完が不可能な場合→一部履行不能として処理

　　　　　・追完の根拠は、債務の本旨に従った履行を求める完全履行請求権（修補請求権／代物請求権）

［3］履行補助者の故意・過失
　【1】総説

　　　　　・債務者は被用者の行為を利用して債務を履行しようとするものであって、その範囲内における被用者の行為は債務者の行為そのものであるから、使用者たる債務者は、その履行について被用者の不注意により生じた結果に対して、債務の履行に関する一切の責任を回避することはできない（百選5）
　　　　　・債務者の帰責事由には履行補助者の故意過失が含まれる（判例・通説）

　　　　　　　→契約関係に入った者は信義則の支配する緊密な関係に立つ

　　　　　　　→債務者は履行補助者の利用により活動範囲を拡大して利益を得ている（報償責任）

　　　　　　　→債務者は履行補助者の管理支配権を有する

　　　　　・選任監督上の過失がなくとも責任を負う（使用者責任715との相違）

　【2】履行補助者の範囲

　　（1）伝統的通説

　　　〔a〕真の意味の履行補助者

・手足として使用する者→自己の故意過失と同様の責任

　　　〔b〕履行代行者

　　　　　・債務者に代わって独立の地位で債務を履行する者
　　　　　・履行代行者の使用が法律／特約で禁止されている場合

→代行者の使用自体が債務不履行、代行者に故意過失なくとも、因果関係を否定できない限り責任

　　　　　・履行代行者の使用が法律で許容されている場合

→選任監督につき過失がある場合のみ責任

　　　　　・特に法律や特約で許されているものではない場合

→自己の故意過失と同様の責任

（2）近時有力説

　　　〔a〕被利用者的補助者

　　　　　・債務者自身が指揮命令できる補助者

→自己の故意過失と同様の責任

　　　〔b〕独立的補助者

　　　　　・それ自体独立して事業をする者

→自己の故意過失と同様の責任（選任につき十分な情報を持つ債務者がリスクを負うべき）

　　　　　　　→債権者が指定した場合は選任監督レベルに軽減

　【3】責任制限約款

　　　　　・不法行為責任にも適用するのが当事者の意思に合致する。当該特約は荷受人の事情も考慮しており、荷受人が宅配便による運送を容認していた場合、信義則上、責任限度額を超えた請求はできない（判例）
　　　　　・故意や重過失を免責することは、著しく均衡を害し、当事者の意思に合致するといえないから無効（判例）

　　　　　　　→人身損害の場合は軽過失の免責も無効になりうる

　【3】承諾転借人の過失→履行補助者説（判例）／613条説

［4］積極的債権侵害

　【1】意義

　【2】履行過程で損害を与えた場合→給付実現過程と利益侵害行為に常識的に極めて強度な牽連性が必要

　【3】目的物の瑕疵による拡大損害→給付義務違反説（損害賠償の範囲）／保護義務違反説

［5］安全配慮義務

　【1】意義→法律関係に基づいて特別な社会的接触関係に入った当事者が負う当該法律関係の付随的義務

　【2】安全配慮義務の特徴

　　　　　・人身損害が問題

　　　　　・多くの場合、避け得ない事故についての事後的なコスト分配の側面が強い

　【3】類型

　　（1）給付義務としての安全配慮義務→病院や学校

　　（2）付随義務としての安全配慮義務→雇用者や娯楽施設

　【4】安全配慮義務の肯否

　　　　　・国が公務遂行のために設置すべき場所／施設や器具の設置管理／公務員が国や上司の指示の下に遂行する公務の管理－にあたって、公務員の生命および健康を危険から保護するよう配慮すべき義務（安全配慮義務）を負っている。ある法律関係に基づいて特別な社会的接触関係に入った当事者間において、当該法律関係の付随義務として当事者の一方／双方が信義則上負う義務として一般的に認められる（百選2）
　【5】安全配慮義務の具体的内容

　　（1）物的環境の整備→場所／施設／道具

　　（2）人的環境の整備→監視／教育／人員配置

　【6】被用者による安全配慮義務違反
　　　　　・車両の整備／適格者の選任／安全上の注意など車両運行から生ずる危険を防止すべき義務を負うが、運転者が道路交通法などに基づいて当然に負うべきものとされる通常の注意義務は安全配慮義務の内容には含まれない（百選3）
　【7】第三者による加害と安全配慮義務

　　（1）肯定説

　　　　　・業務執行との関連／加害の可能性が客観的に肯定／結果回避義務（予見義務）が認められる

　　　　　・宿直中に従業員が殺害されたが、会社には物的設備を施し、人員配置や安全教育により危険に配慮する責任があった（判例）
　　（2）否定説（不法行為責任で足りる？）
　【8】下請企業の労働者に対する元請企業の安全配慮義務

　　　　　・元請の社員と同様に扱われていた下請社員について、特別な社会的接触関係に入った者として安全配慮義務を負う（判例）

　【9】不法行為責任との相違

　　　　　・時効／立証責任／遅延損害金（請求時）／遺族固有の慰謝料請求権（契約関係なし）／失火責任法

　　　　　・安全配慮義務の内容を特定し、義務違反に該当する事実を主張立証する責任は被害者側にある（判例）
3-3-2（債務不履行）損害賠償

［1］はじめに

　【1】意義

　【2】趣旨

　【3】法的性質と内容

　　（1）法的性質―→本来の履行請求権と同一性をもった法的な変形物（履行請求権の損害賠償請求権への転化）

　　（2）内容

　　　〔a〕遅延賠償→本来の履行＝「遅延履行」＋「遅延賠償」

　　　〔b〕填補賠償→本来の履行＝「填補賠償」

［2］要件
　【1】債務者の帰責事由による債務不履行
　【2】損害の発生
　　（1）損害概念

　　　〔a〕差額説―――――――→損害＝履行がなされたならば得られた利益－不履行によって現に有している利益

　　　〔b〕損失説（個別損害説）→損害＝債務不履行の結果生じた不利益の総和

　　　〔c〕事実説―――――――→損害＝不利益な事実そのもの

　　（2）損害の分類

　　　〔a〕財産的損害と精神的損害

　　　　　・債務不履行の場合にも不法行為との均衡から慰謝料賠償が認められる（判例）
　　　〔b〕積極的損害と消極的損害

　　　〔c〕信頼利益と履行利益

　　　　　・信頼利益＝契約が無効／不成立となった場合にそれが有効に成立すると信じたために失った利益

　　　　　・履行利益＝契約が完全に履行されたならば得られたであろう利益
　【3】債務不履行と損害の因果関係
［3］効果

　【1】損害賠償の方法

　　（1）原状回復

　　（2）金銭賠償→損害賠償は、別段の意思表示がないときは、金銭をもってその額を定める（417）

　【2】損害賠償の範囲

　　　　　・債務の不履行に対する損害賠償の請求は、これによって通常生ずべき損害の賠償をさせることをその目的とする（416Ⅰ）
　　　　　・特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情を［予見した／予見することができた］ときは、債権者は、その賠償を請求することができる（416Ⅱ）
　【3】416条2項の解釈

　　（1）「当事者」の意義

　　　　　・債務者のみ（判例・通説）

→債務者が予見可能であれば損害発生も予知でき、責任を負わせても酷ではない

→履行責任≠損害賠償責任

　　（2）予見可能性の判断時期

　　　　　・債務不履行時（判例・通説）

→不履行時に損害拡大を予見しえた場合は、責任を負わせても酷ではない

　　　　　・予知しながら債務を履行せず、履行を不能ならしめた債務者に損害を賠償させても過酷ではなく、予見時期は債務の履行期までと解すべき（百選6）
　【4】損害賠償額の算定基準時

　　　　　・買主は解除時まで目的物の給付請求権を有し、解除のときに初めてこれを失うとともに履行に代わる損害賠償請求権を取得するのであるから、損害賠償の額は解除当時における時価を標準として定めるべき（百選7）

　　　　　・履行不能後に価格が騰貴を続けているという特別の事情があり、債務者が履行不能の際に特別事情を知っていたか知り得たときは、債権者は騰貴した現在の価格を請求できる。転売目的でなくとも、債務不履行がなければ価格騰貴した不動産を現に保有したはずだから、自己使用目的であっても現在の価格を基準とすべき（百選8）
　　　　　・種類物については損害軽減義務を認める？

　【5】賠償範囲に関する特殊問題

　　（1）損益相殺

　　　　　・賠償権利者が同一の原因によって利益を受けた場合、損害から利益を差し引く

　　　　　　　→当事者の公平をはかるものであり、当然に認められている

　　　　　・保険金は対象とならない（判例）

　　　　　　　→対象とすると債務は保険金相当額について絶対的に消滅して保険代位すべき債権もなくなる

　　（2）過失相殺（418）

　　　　　・債務の不履行に関して債権者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、［損害賠償の責任／その額］を定める（418）
→「できる」とする不法行為（722Ⅱ）と異なり、必要的な考慮事由であり、債務者の免責も可能
　　（3）金銭債務の特則
・金銭の給付を目的とする債務の不履行については、債権者は、損害の証明をすることを要しない（419Ⅱ）

・金銭の給付を目的とする債務の不履行については、債務者は、不可抗力をもって抗弁とすることができない（419Ⅲ）
　　　　　　　→債権者は契約の成立と遅滞の事実だけを立証すればいい

　　　　　・金銭の給付を目的とする債務の不履行については、損害賠償の額は、法定利率によって定める（419Ⅰ）
　　　　　　　→ただし、約定利率が法定利率を超えるときは、約定利率による（419Ⅰ但）
　　　　　　　→債権者がそれ以上の損害を立証しても、賠償請求はできない（判例）
　　　　　　　→無過失責任であることとの均衡／損害が多様なため裁判所の負担を軽減

　　（4）損害賠償額の予定
・当事者は、債務の不履行について損害賠償の額を予定することができ、裁判所は、その額を増減することができない（420Ⅰ）
→賠償額の予定は、履行の請求又は解除権の行使を妨げない（420Ⅱ）
→違約金は、賠償額の予定と推定する（420Ⅲ）

　　　　　・損害賠償額の予定がなされた場合は、債務不履行の事実を証明すればいい

　　　　　　　→立証の手間を省く／履行の間接的強制／債務者のリスク計算を容易に

　　　　　　　→裁判所が増減できないが、特別法違反や公序良俗違反の場合は実質的に減額される

　　　　　・損害賠償の予定があっても、過失相殺を行うことは許される（判例・通説）

　　　　　　　→損害の発生と金額の立証を不要にするに過ぎず、過失相殺を排除する趣旨ではない

　　（5）賠償者の代位
・債権者が、損害賠償として、債権の目的である［物／権利］の価額の全部の支払を受けたときは、債務者は、その［物／権利］について当然に債権者に代位する（422）
　　　　　　　→債権者の二重の利得を許さず公平を図る

　　（6）代償請求権

　　　　　・不能と同一の原因によって債務者が目的物の代償とみられる利益を取得した場合に、損害の限度で利益の償還を認める（cf　536Ⅱ）

　　　　　　　→ex特定物債権の目的物を第三者が破壊し、債務者が第三者に対する損害賠償請求権を取得

　　　　　　　　ex延焼により借家が全焼し、賃貸人が火災保険金を取得

　　　　　　　→債務者に帰責事由あれば損害賠償すればいいので問題にならない（危険負担の場合の問題）

3-4受領遅滞

［1］はじめに

　【1】意義

　　　　　・債権者が債務の履行を［受けることを拒んだとき／受けることができないとき］は、その債権者は、履行の提供があった時から遅滞の責任を負う（493）
　【2】趣旨→債務者が債務の本旨に従った履行の提供を行ったのに、受領されなければ、債務は存続し不測の損害
　【3】受領と受取・引取の相違

　　　　　・受領＝債務の本旨に従った給付であることを確認して受け入れること

　　　　　・受取／引取＝売主の給付した物を現実に引き取ること

［2］法的性質
・受領遅滞が生じている場合、反対債権も遅滞に陥っているのが通常であり、債務者はそれを追及できる

　　　　　　　→債務者に先履行の義務がある場合、受領遅滞による解除／損害賠償を認める実益が生まれる

　　　　　　　→受領遅滞中に目的物が腐敗するなど債務者に不利益が生ずる場合は、黙示の契約／信義則から引取義務を認める

　　　　　・売主は鉱石を継続的に供給すべきものなのであるから、信義則に照らし、買主は約旨に基づいて鉱石全部を順次引き取り、代金を支払うべき法律関係が存在していたと解するのが相当（百選9）
［3］効果

　【1】弁済提供の効果

　　（1）履行遅滞責任を免れる（492）

　　　　　・損害賠償や遅延利息を請求されない／解除されない／担保権を実行されない／約定利息が発生しない

　　（2）同時履行の抗弁権（533）を失わせる

　　（3）供託（494）・自助売却（497）ができる
　【2】争いのない受領遅滞の効果

　　（4）善管注意義務の軽減
　　　　　・履行不能となっても悪意重過失のときのみ責任を負い、軽過失の場合は免責される

→軽過失の場合は債務が消滅して危険負担の問題になる
　　（5）危険が債権者に移転
　　　　　・制限説／特約があっても移転が認められる

→債権者の帰責事由（536Ⅱ）を「取引中の信義則から非難されるような場合」と解釈

　　（6）増加費用の債権者負担（485但）
　【3】争いのある受領遅滞の効果

　　（7）債務者からの損害賠償請求

　　（8）債務者からの契約解除

［4］要件

　　（1）債務の本旨に従った履行の提供（弁済の提供）

　　　　　・特定物売買であれば目的物に瑕疵があっても債務の本旨に従った履行となる（483）

　　（2）債権者の受領拒絶・受領不能
　　　　　・受領不能と履行不能の区別は、不能原因がどちらの支配に属する範囲内にあるか（支配領域説）

　　　　　　　→危険負担に影響（履行不能なら債務者主義／受領不能なら債権者主義）

　　（3）債権者の帰責事由→法定責任説なら不要／債務不履行説なら必要

4章　責任財産の保全

4-1総説

［1］はじめに――――→強制執行の準備として、強制執行の引当になる財産（責任財産／一般財産）を確保

［2］責任財産の保全の制度趣旨

　　　　　・財産管理の自由の原則の例外

　　　　　　　→債権者の利益（責任財産維持）と債務者の利益（財産管理の自由）の調和

［3］債権の対外的効力→債務者ではない第三者に対して債権を行使しうる権利

4-2-1債権者代位権総説

4-2-2債権者代位権の要件

［1］要件総説

・債権者は、自己の債権を保全するため、債務者に属する権利を行使することができる（423Ⅰ）
→ただし、債務者の一身に専属する権利はこの限りでない（423Ⅰ但）
　　　　　　　→債務者の不作為によって責任財産が危殆化し、債権が満足を受け得ないことが明白な場合には、例外的に、必要最小限度の範囲で、債務者の財産管理への干渉が認められる
　　　　　・債権者は、その債権の期限が到来しない間は、裁判上の代位によらなければ、前項の権利を行使することができない（423Ⅱ）
　　　　　　　→ただし、保存行為は、この限りでない（423Ⅱ但）
　　　　　　　→被保全債権について……①被保全債権が金銭債権（※）②被保全債権が弁済期
　　　　　　　→債務者について…………③債務者の無資力（※）④債務者の権利不行使（※）

　　　　　　　→行使する権利について…⑤一身専属の権利でないこと

［2］被保全債権が金銭債権

［3］被保全債権が弁済期

　【1】原則→被保全債権が代位行使する権利より先に成立している必要はない

　【2】例外

　　（1）裁判上の代位

　　（2）保存行為――→債務者に不利益を与えない（未登記不動産の登記／時効の中断）

［4］債務者の無資力→責任財産が十分である場合に、財産管理への干渉を認める必要はない

［5］債務者の権利不行使

　　　　　・財産管理への干渉は必要最小限度に限られるべき

　　　　　　　→権利行使が不十分の場合は、補助参加（民訴42）／当事者参加（民訴47）

［6］代位行使される権利に関する要件

　【1】代位行使できない権利

　　（1）行使上の一身専属権

　　　　　・身分法上の権利―――→認知請求権／離婚請求権／同居請求権

　　　　　・身分法上の財産的権利→夫婦間の契約取消権／離婚による財産分与請求権／親族間の扶養請求権

　　　　　・人格権侵害による慰謝料請求権

　　　　　　　→いったん行使して具体的権利が確定すれば代位行使できる（判例）

　　（2）権利者の意思に委ねるのが妥当な場合

　　　　　・契約の申込に対する承諾／第三者のためにする契約の承諾

　　（3）差押を許さない権利（民執152）
　　　　　・共同担保となりえないので代位対象とならない（給料債権／年金受給権／恩給受給権）

　　（4）訴訟上の権利

　【2】代位行使できる権利

　　（1）例外を除く全ての権利

　　（2）問題となるもの

　　　〔a〕錯誤無効の主張
　　　　　・意思表示の要素の錯誤については、表意者自身が意思表示の瑕疵を認めずに無効主張する意思がないときは、原則として第三者が意思表示の無効を主張することはできないが、第三者において表意者に対する債権を保全するため必要がある場合において、表意者が意思表示の瑕疵を認めているときは、表意者みずからは無効主張する意思がなくとも、第三者たる債権者は錯誤無効を主張することが許される（百選Ⅰ18）
　　　　　　　→表意者が意思表示の瑕疵を認めていることは必要なのか？誠実な債務者ではないことの要件？
　　　〔b〕時効援用権の代位行使
・債権保全に必要な限度で時効援用権を代位行使できる（判例）
4-2-3債権者代位権の行使方法と内容

［1］行使方法

　【1】裁判上の請求の要否

　【2】代位行使の名義――→債務者名義ではなく、財産管理権に基づいて債権者自身の名で行う

［2］相手方の抗弁

　【1】原則

　【2】94条2項の善意第三者の代位行使と本人の抗弁
［3］代位権行使の範囲―→被保全債権の額に限られる

［4］代位債権者の請求内容

　【1】原則――――――→債権者は債務者への履行のみを請求できる（制度趣旨は責任財産の保全）
　【2】直接履行請求権の可否

4-2-4債権者代位権の効果

［1］効果

［2］債務者の処分権の制限

　　　　　・債務者に通知／債務者が知った後、債務者は代位行使を妨げる処分行為をなす権能を失う

　　　　　　　→代位目的を達成するため（事実上、差押えと同様の効果があるが、第三債務者の弁済は止められない）

［3］効果の帰属

［4］時効の中断――→被保全債権の時効は中断しない？

［5］費用償還請求権→一種の委任関係に基づく（650）／一般先取特権を有する

［6］代位訴訟の既判力→既判力は訴訟参加／訴訟告知がなくても債務者に及ぶ（判例・通説）

4-2-5債権者代位権の転用

［1］転用の可否
　　　　　・423条は「自己の債権を保全するため」とあるのみで、その債権について別に制限はないから、同条の適用を受けるべき債権は債務者の権利行使によって保全されるべき性質を有すれば足り、債務者の資力の有無に関係ない債権を保全しようとする場合には債務者の無資力は423条適用の要件ではない（百選11）
［2］転用の具体的場面

　【1】移転登記請求権の代位行使
　　　　　・譲受人の譲渡人に対する登記請求権を行使しなければ、転得者の譲受人に対する登記請求権は譲受人の資力の有無にかかわらず目的を達することができないから、前者の請求権行使は後者の請求権を保全するのに適切かつ必要といえる（百選11）
　【2】妨害排除請求権の代位行使
　　　　　・借地人が地主に対して使用収益をなさしむべき債権を有する場合において、第三者が土地を不法占拠して使用収益を妨げるときは、借地人は右債権を保全するため423条によって地主の有する妨害排除請求権を行使することができる（百選12）
　【3】債権譲渡通知請求権の代位行使

　　　　　・債権譲渡の第二譲受人が自己の通知請求権を被保全債権として第一譲受人の通知請求権を行使し、譲渡人に対して第一譲受人への譲渡を債務者に通知するよう請求できる（判例）

　【4】建物買取請求権の代位行使

　　　　　・423条によって債務者の権利を代位行使するには、権利行使によって債務者が利益を享受し、その利益によって債権者の権利が保全されるという関係の存在が必要である。本件において、借家人が家主の建物買取請求権を代位行使して保全しようとする債権は建物に関する賃借権であるが、代位行使によって家主が受ける利益は建物の代金債権すなわち金銭債権に過ぎない（建物所有権を失うことは家主にとって不利益であり利益ではない）から、金銭債権によって賃借権が保全されるものではなく、代位行使はできない（判例）
　【5】金銭債権を被保全債権とする債権者代位権の転用
　　　　　・共同相続人の一人が登記義務の履行を拒絶しているときは、他の相続人が登記義務の履行を提供して買主に代金債権の弁済を求めても、買主は代金支払を拒絶できる。この場合、相続人は同時履行の抗弁権を失わせて買主に対する代金債権を保全するため、債務者たる買主の資力の有無を問わず、423条により買主に代位して、登記に応じない相続人に対する買主の所有権移転登記手続請求権を行使することができる（百選10）
4-3-1債権者取消権総説

［1］意義

［2］制度趣旨

［3］債権者代位権との相違

　　　　　・債務者が行った有効なはずの法律行為を取消すもの

　　　　　　　→責任財産保全の必要性／債務者の財産管理の自由に加えて、「受益者や転得者の取引の安全」

4-3-2債権者取消権の要件

［1］要件総説
　　　　　・債権者は、債務者が債権者を害することを知ってした法律行為の取消しを裁判所に請求することができる（424）
　　　　　　　→ただし、その行為によって［利益を受けた者／転得者］が［その行為／転得］の時において債権者を害すべき事実を知らなかったときは、この限りでない（424Ⅰ但）
　　　　　　　→債務者の作為によって責任財産が危殆化し、債権が満足を受け得ないことが明白な場合に、例外的に必要最小限度の範囲で、債務者の財産管理への干渉が認められる
　　　　　・前項の規定は、財産権を目的としない法律行為については、適用しない（424Ⅱ）
　　　　　　　→被保全債権について……①被保全債権が金銭債権（※）②被保全債権が詐害行為前に成立（※）

　　　　　　　→債務者について…………③債務者の無資力（※）④債務者の詐害意思
　　　　　　　→取り消す行為について…⑤財産権を目的とした法律行為

　　　　　　　→受益者について…………⑥受益者／転得者の悪意
［2］債権者側の要件

　【1】被保全債権が金銭債権

　　　　　・金銭債権であれば、弁済期が到来している必要はない

　　　　　・抵当権など物的担保が付着した金銭債権は、担保からの回収によっても不足する限りで行使できる

　　　　　・保証人など人的担保が付着した金銭債権は、制限なしに債権全額について行使できる（人的担保は不確実）

　【2】被保全債権の詐害行為前の成立

　　（1）意義

　　　　　・債権成立以前の行為によって債権者が害されることはない

　　　　　・成立時期は「契約締結時」を基準とする

　　（2）被保全債権成立後の対抗要件具備

　　　　　・詐害行為（売買）が成立→被保全債権が成立→詐害行為の対抗要件（登記）具備では、取消権行使はできない（判例）
　　　　　・詐害行為（債権譲渡）が成立→被保全債権が成立→通知の場合、債権譲渡の通知は詐害行為取消権の対象とならない。詐害行為取消権の対象となるのは、債務者の財産の減少を目的とする行為そのものであるところ、債権の譲渡行為と譲渡通知は別個の行為であって、譲渡通知は債権移転を債務者／第三者に対抗しうる効力を生じさせるに過ぎず、債権譲渡行為自体が詐害行為を構成しない場合に譲渡通知のみを切り離して詐害行為として扱うことは相当ではない（百選15）
　　　　　　　→理論的には通知は準法律行為であり、理論的には取消権の対象にはなり得る

　　　　　　　→本件は債権譲渡担保であり、通知を担保権の実行とみることもできるが、取消対象はあくまで担保権設定行為であって、実行のみを切り離すことはできない

　　（3）被担保債権が同一性を維持する場合

　　　　　・被保全債権が成立→詐害行為→被保全債権を目的とする準消費貸借が成立した場合、旧債権と準消費貸借に基づく新債権は同一性を有しているから、債権者は取消すことができる（判例）

　　　　　・被保全債権が成立→詐害行為→被保全債権が譲渡された場合、債権は同一性を保ったまま移転するから、譲受人は取消すことができる（判例）
［3］債務者側の要件

　【1】客観的要件

　　（1）債務者の無資力

　　　　　・無資力の判定時期は「詐害行為時」＋「取消権行使時」
　　　　　　　→詐害行為時に無資力でなければ債権者を害することにならない
　　　　　　　→取消権行使時に無資力でなければ取消権を行使する必要がない
　　　　　・物上保証／保証債務／連帯債務も消極財産として算入される

　　（2）財産権を目的とする法律行為

　　　　　・相続放棄は、詐害行為取消権行使の対象とならない。取消権行使の対象となるのは、積極的に債務者の財産を減少させる行為であることを要し、消極的にその増加を妨げるにすぎないものは含まれないが、相続の放棄は消極的にその増加を妨げる行為にすぎないとみるのが妥当であり、また相続の放棄のような身分行為については、他人の意思によつてこれを強制すべきでないからである（判例）

　　　　　・離婚に伴う財産分与（768）は、分与者がすでに債務超過の状態にあって財産分与によって一般債権者に対する共同担保を減少させる結果になるとしても、768条3項の趣旨に反して不相当に過大であり、財産分与に仮託してなされた財産処分であると認められるような特段の事情がない限り、詐害行為取消権の対象にならない（家族百選17）
　　　　　・遺産分割協議は、相続開始によって共同相続人の共有となった相続財産について、その全部一部を単独所有／共有関係に移行させることによって、相続財産の帰属を確定するものであり、その性質上、財産権を目的とする法律行為ということができるから、詐害行為財産権の対象となり得る（百選16）
　　　　　　　→分割協議には一切の事情が考慮される（906）から、詐害性をどう認定するかは微妙
　【2】主観的要件（詐害意思）

　【3】客観的要件と主観的要件の関係

　　（1）一部の債権者への弁済・代物弁済

　　　〔a〕一部の債権者への弁済

　　　〔b〕一部の債権者への代物弁済

　　　　　・債務超過の状態にある債務者が、他の債権者を害することを知りながら特定の債権者と通謀し、当該債権者だけに優先的に満足を得させる意図のもとに第三者に対する債権を譲渡したときは、譲渡債権額が当該債権者に対する債務額を超えない場合であっても、詐害行為として取消しの対象となる（判例）
　　　　　　　→無償／廉価で行われた場合には詐害性が強く、他の債権者を害する「認識」さえあれば、詐害行為
　　　　　　　→時価相当額であっても、債務者と共謀して他の債権者を害する「意図」があれば、詐害行為
　　（2）不動産の時価相当額での売却

　　　　　・不動産の売却行為は価格が相当でも、売買代金が優先権を有する弁済／有用な物の購入にあてられるなど特段の事情のない限り、詐害行為として取消しの対象となる（判例）
　　（3）債権者のための担保権の設定
　　　　　・債権者のための担保権の設定は、営業継続上必要な借入れのため／生計費や教育費を借用するためになされたなど特段の事情のない限り、詐害行為として取消しの対象となる（判例）
［4］受益者・転得者の要件

　【1】受益者・転得者の悪意

　　　　　・一般的には詐害の「認識」で足りるが、共謀が要求される場合は「認識以上」の「意図」ないし「害意」

　【2】具体的検討

　　（1）受益者－悪意／転得者－悪意→転得者に対する現物返還／受益者に対する価格賠償
　　（2）受益者－悪意／転得者－善意→受益者に対する価格賠償

　　（3）受益者－善意／転得者－悪意
・転得者に対する現物返還（相対的構成＝判例・通説）

　　　　　　　→取消の効果は相対的＝受益者との関係では完全な権利移転＝受益者は追奪担保責任を負わない

［5］行使方法

　【1】裁判所への請求

　【2】行使期間―――→
　　　　　・424条による取消権は、債権者が［取消しの原因を知った時から2年間行使しないとき／行為の時から20年を経過したとき］は、時効によって消滅する（426）
4-3-3債権者取消権の効果

［1］はじめに
　　　　　・424条による取消しは、すべての債権者の利益のためにその効力を生ずる（425）
［2］債権者取消権の法的性質

　　　　　・詐害行為取消しの訴えは、債務者の法律行為を取消して債務者の財産上の地位を法律行為以前の原状に復させ、債権者に債権の正当な弁済を受けさせてその担保権を確保することを目的とする。したがって、一般の法律行為の取消しとは性質を異にし、その効力は相対的であって、訴訟に関与しない債務者／受益者or転得者に対しては依然として法律行為が存立することを妨げず、特に債務者に対して訴を提起して取消しを求める必要はない。また債権者が受益者に対して取消権を行使して賠償を求めるのも、転得者に対して取消権を行使して財産の回復を求めるのも、債権者の自由である。さらに、民法は取消のみを規定して直ちに原状回復の請求をなすかどうかは債権者の処置に委ねているから、原状回復の請求ではなく取消しのみの訴求も適法である（百選13）
　　　　　　　→「訴訟に関与しない…」は、判決効の範囲と実体法上の取消権の効力の問題を混同している？
　　　　　　　→取消のみの訴訟は訴訟経済の観点から妥当といえるのか？
［3］取り戻せる財産の範囲

　【1】目的物が可分の場合

　　（1）原則

　　　　　・債権者が損害を受ける限度でのみ取消すことができる（判例・通説）
→被保全債権額の範囲内に限定

　　（2）例外

　　　　　・他の債権者の配当加入の申出が明白な場合には、その額を加算することができる

　　　　　・詐害行為時の債権額が基準となるが、その後に発生した遅延損害金は含まれる（判例）
　【2】目的物が不可分の場合

　　（1）原則
　　　　　・詐害行為取消権の制度は、詐害行為により逸出した財産を取り戻して債務者の一般財産を原状に回復させようとするものであるから、逸出した財産自体の回復が可能である場合には、できるだけこれを認めるべきである（判例）
→逸出財産の価値が被保全債権額を超える場合にも、全部につき取消し、現物返還を請求できる（判例）

　　（2）例外

　　　〔a〕抵当権者が受益者となる場合

　　　　　・抵当不動産を抵当権者に代物弁済して抵当権登記が抹消されたが代物弁済が詐害行為に該当する場合、本件の事実関係のもとでは、債権者は一部取消の限度において価格の賠償を請求するほかなく、不動産価格から抵当権の被担保債権額を控除した残額の部分に限って賠償が認められる（百選14）
　　　　　　　→登記抹消後の利害関係人には取消の効果は及ばず、登記を復活させることはできないので、現物返還を認めると抵当権者は無担保の一般債権者に転落してしまう一方で、他の債権者／債務者は共同担保になっていなかった価値を取得することになってしまう

　　　〔b〕抵当権者が受益者とならない場合

　　　　　・共同抵当の目的とされた数個の不動産の全部／一部の売買契約が詐害行為に該当する場合、詐害行為後の弁済によって抵当権が消滅したときは、売買の目的となった不動産の価額から不動産が負担すべき抵当権の被担保債権の額を控除した残額の限度で売買契約を取り消し、その価格による賠償を命じるべきであり、一部の不動産自体の回復を認めるべきではない。控除すべき被担保債権の額は392条の趣旨に照らし、共同抵当の目的とされた各不動産の価額に応じて抵当権の被担保債権額を案分した額によると解するのが相当である（百選18）
　【3】価格賠償時の算定基準時
　　　　　・価格の算定は、特段の事情のない限り、詐害行為の取消しの効果が生じて受益者が財産回復義務を負担する時、すなわち認容判決確定時に最も接着した事実審口頭弁論締結時を基準とするのが、財産を逸出させた責任を原因として債務者の財産回復を目的とする詐害行為取消権の趣旨に合致し、債権者と受益者の利害の公平を期しえるからである。特段の事情は、処分後に予期し得ない価格高騰があり詐害行為がなくても債権者が高騰による弁済の利益が受けられなかったと認められるなど（百選19）
［4］取消後の返還の相手方

　【1】不動産の返還の場合
　　　　　・債権者取消権は究極的には債務者の一般財産による価値的満足を受けるために総債権者の共同担保の保全を目的とするものであるから、このような制度趣旨に照らし、特定物債権者は目的物自体を自己の債権の弁済にあてることはできないというべく、自己に所有権移転登記を求めることは許されない（百選17）
　【2】動産・金銭の返還の場合

　　（1）直接請求の可否

　　　　　・425条の趣旨に合致しないが、債務者が受領を拒絶すると債権者取消権の目的を達することができない

　　　　　　　→例外的に取消債権者は直接自己に引渡しを求めることができる（判例）
　　　　　　　→直接の引渡しを認めることによって金銭なら事実上優先弁済を受けることができる

　　　　　　　→動産の引渡しの場合にも優先弁済が認められるのか？
　　（2）他の債権者の利益の保護

　　　〔a〕他の債権者の分配請求

〔b〕受益者の按分額の支払拒絶

　　　　　・受益者が自己の債務者に対する債権をもって配当要求をなし、弁済額のうち案分額の支払を拒むことができるとすると、いちはやく自己の債権について弁済を受けた受益者を保護し、総債権者の利益を無視するに帰することになり、債権者取消権の制度趣旨に反する。取消債権者の引渡しを認めるのは、逸出財産の取戻しを実行あらしめるためにやむを得ないことなのであり、取消債権者に引渡された金員が他の債権者の債権の弁済にもあてられるための手続をいかに定めるかは、立法上考慮の余地はあるとしても、いわゆる配当要求の意思表示に所論の効力を認めなければならない理由はない（百選20）
［5］取消権行使後の後始末

　　　　　・財産を失った受益者／転得者は、債務者に対して不当利得返還請求権（704）を取得し、他の債権者とともに弁済を受けることができる
　　　　　・取消の相対的効力から前主に対する追奪担保責任（561）は追及できない

4-3-4特定物債権保全のための取消

［1］特定物債権保全のための詐害行為取消の可否
　　　　　・特定物引渡請求権といえども、その目的物を債務者が処分することにより無資力となった場合には、当該特定物債権者は処分行為を詐害行為として取消すことができる。かかる債権も究極において損害賠償債権に変じうるのであるから、債務者の一般財産により担保されなければならないことは金銭債権と同様だからである（百選14）
［2］詐害行為取消後の移転登記請求
5章　多数当事者の債権・債務関係

5-1総説

5-2-1分割債権・債務

［1］はじめに

　【1】意義―→相続等により複数の当事者が生じた場合、分割可能である限り、債権も債務も頭割りで分割される

　【2】具体例→相続による債務の分割／共有物の売却による債権の分割
［2］発生原因

　【1】要件
　　　　　・数人の［債権者／債務者］がある場合において、別段の意思表示がないときは、［各債権者／各債務者］は、それぞれ等しい割合で権利を有し、義務を負う（427）
　【2】判例で分割債権・債務とされた具体例

　　（1）分割債権とされた例→共同で金銭を貸し付け／共有物の不法占拠者に対する損害賠償請求権

　　（2）分割債務とされた例→数名が共同で買った物の代金債務

［3］分割債権・債務の効力

　【1】対外的効力

　　　　　・相互に独立した債権となる
　　　　　・分割債務が全体として双務契約上の一方の債務になっているときは、全員が履行しないと同時履行の抗弁権は消滅しない

　【2】一人に生じた事由の効力→すべて相対効（相互に独立の債権）
　【3】内部関係

　　　　　・他の債権者の分まで受領すれば分与し、他の債務者の分まで弁済すれば求償できる

→委任／事務管理／不当利得／不法行為

5-2-2不可分債権・債務

［1］はじめに

［2］発生原因

　【1】性質上の不可分給付

　　　　　・債権の目的が［その性質上／当事者の意思表示によって］不可分である場合において、数人の債権者があるときは、各債権者はすべての債権者のために履行を請求しすることができる／債務者はすべての債権者のために各債権者に対して履行をすることができる（428）
　　　　　　　→なす債務／共有地上の地上権設定／共同相続人の所有権移転登記協力義務

　　　　　・共同賃借人の賃料債務は不可分債務

　　　　　　　→不可分に使用収益を受けている以上、それに対する対価としての給付（賃料）は不可分債務

　　　　　　　→賃貸借終了後における共同賃借人の目的物返還義務も不可分債務となる

　【2】意思表示による不可分給付

　【3】分割債権・債務への転化

　　　　　・不可分債権が可分債権となったときは、各債権者は自己が権利を有する部分について履行請求できる（431）

　　　　　・不可分債務が可分債務となったときは、各債務者は負担部分についてのみ履行の責任を負う（413）
→可分債務が損害賠償債務に転化すれば可分債務として処理される
［3］不可分債権の効力

　【1】対外的効力

　　　　　・各債権者はすべての債権者のために履行を請求できる＝全額を請求できる（428）

　　　　　・債務者はすべての債権者のために履行できる＝全額を弁済できる（428）
　　　　　　　→「ために」は、「名において」ではなく、「効力が及ぶ」の意味

　【2】一人に生じた事由の効力（429）

　　（1）絶対的効力
　　　　　・債権者の履行請求（428＝それに伴う時効中断＋履行遅滞）

　　　　　・債務者の弁済（428）
　　（2）相対的効力

　　　　　・不可分債権者の一人と債務者との間に［更改／免除］があった場合においても、他の不可分債権者は、債務の全部の履行を請求することができ、その一人の不可分債権者がその権利を失わなければ分与される利益を債務者に償還しなければならない（429Ⅰ）
　　　　　・前項に規定する場合のほか、不可分債権者の［一人の行為／一人について生じた事由］は、他の不可分債権者に対してその効力を生じない（429Ⅱ）
→代物弁済／相殺は相対的効力

　【3】内部関係→弁済を受けた債権者は他の債権者に持分に応じて分与すべきとされる

［4］不可分債務の効力

　【1】対外的効力

　　　　　・［429条（不可分債権の相対効）／434条～440条（連帯債務の絶対効）を除く連帯債務の規定］は、数人が不可分債務の場合に準用する（430）
　　　　　　　→債権者は債務者の一人に対して同時／順次に全部／一部の履行を請求することができる（432）

　【2】一人について生じた事由の効力
　　（1）絶対的効力

　　　　　・債務者の弁済のみ（代物弁済／相殺は含む→不可分債権なら相対効）

　　　　　・債権者の履行請求は絶対効を生じない（430条は428条も434条も準用していない）
　　（2）相対的効力

　【3】内部関係――――→負担割合に応じた求償（430、442～440）

　【4】分割債務との相違→一人に全額を請求できるか否か

5-3連帯債務

［1］はじめに

　【1】意義
　　　　　・数人が連帯債務を負担するときは、債権者は、その連帯債務者の［一人に対し／同時順次にすべての連帯債務者に対し］、［全部／一部］の履行を請求することができる（432）
　　　　　・数人の債務者が同一内容の給付について、独立に、全部の給付をなすべき債務を負う

　　　　　・主観的結合関係が予定され、債権の担保としての効力

　【2】具体例

　【3】性質

　　　　　・債務者の数に応じた複数の「独立」した債務であり、保証債務のような主従関係はない

　　　　　　　→債務者ごとに態様（額／利率／期限）が異なってもよい

　　　　　　　→連帯債務者の一人にだけ担保が設定されてもよい

　　　　　　　→連帯債務者の一人について法律行為の［無効／取消し］の原因があっても、他の連帯債務者の債務は、その効力を妨げられない（433）
　　　　　　　→連帯債務者の一人についての債務は、譲渡／差押え／転付命令の対象となる（判例）

［2］発生原因

　【1】当事者の意思表示

　　　　　・契約は一個である必要はない

　　　　　・一個の契約で成立しても、一人の無効取消は他の債務者に影響を与えない（433）

　【2】法律上発生する場合

　　（1）民法規定に「連帯」とあるもの

　　　　　・法人の社員の賠償責任（44Ⅱ）／共同不法行為（719）／夫婦の日常家事（761）

　　（2）その他の法律による場合

　【3】連帯債務の共同相続
　　　　　・連帯債務は、数人の債務者が同一内容の給付について各独立に全部の給付をなすべき債務を負担しているのであり、各債務は債権の確保／満足という共同の目的を達する手段として相互に関連結合しているが、可分であることは通常の金銭債務を同様であるから、被相続人の金銭債務は法律上当然に分割されて相続分に応じて承継されるから相続人らは債務の分割されたものを承継して、各自承継した範囲において本来の債務者とともに連帯債務者となる（百選23）
［3］連帯債務の効力

　【1】対外的効力

　　　　　・数人が連帯債務を負担するときは、債権者は、その連帯債務者の［一人に対し／同時順次にすべての連帯債務者に対し］、［全部／一部］の履行を請求することができる（432）
　　　　　・連帯債務者の［全員／数人］が破産手続開始の決定を受けたときは、債権者は、債権全額について各破産財団の配当に加入することができる（441）
　　　　　・連帯債務者の一人は、原則、他の連帯債務者の有する抗弁を援用できない

　　　　　　　→例外的に相殺（436Ⅱ＝抗弁権説が前提）

　【2】一人に生じた事由の効力

　　（1）絶対的効力
　　　〔a〕弁済（明文規定なし）＋代物弁済／供託
　　　　　・受領遅滞も絶対効が認められる（通説）

　　　　　・第三者弁済が連帯債務者の一人の意思に反する場合も絶対効を生じるが、第三者は反対する債務者に求償できない（判例）
　　　〔b〕履行請求（それに伴う時効中断／履行遅滞）
　　　　　・連帯債務者の一人に対する履行の請求は、他の連帯債務者に対しても、その効力を生ずる（434）

　　　　　　　→請求を受けなかった債務者も履行遅滞に陥り、遅延損害金を支払う義務を負う

　　　　　・債権者が遅滞を理由として契約を解除する場合は、全員に対して解除の意思表示をすべき（544）

　　　〔c〕相殺
　　　　　・連帯債務者の一人が債権者に対して債権を有する場合において、その連帯債務者が相殺を援用したときは債権は、すべての連帯債務者の利益のために消滅する（436Ⅰ）
　　　　　　　→連帯債務者が相殺を援用しない間は、その連帯債務者の負担部分についてのみ他の連帯債務者が相殺を援用することができる（436Ⅱ）
　　　　　・ABCが150万を負担し、Aが100万の反対債権を有する場合

　　　　　　　→Aが100万を相殺すると、50万の連帯債務が3人に残る

　　　　　　　→Aが相殺しない間、BCはAの負担分（50万）だけ相殺を援用でき、100万の連帯債務と50万の反対債権が残る

　　　　　　　→他人の債権を処分する権限を与える必要はなく、負担分の弁済を拒絶する抗弁権にすぎない？

　　　〔d〕更改
　　　　　・連帯債務者の一人と債権者との間に更改があったときは、債権は、すべての連帯債務者の利益のために消滅する（435）

　　　　　・他の債務者が更改に反対をしても債務者の一人は更改することができる（判例）
　　　　　・更改に関与しなかった債務者は新債務について責任を負担しない

　　　　　　　→更改した債務者は、旧債務の負担部分につき、更改に関与しなかった債務者に求償できる

　　　　　・更改の際に他の債務者に影響を与えない旨の特約は有効と解される

　　　〔e〕免除
　　　　　・連帯債務者の一人に対してした債務の免除は、その連帯債務者の負担部分についてのみ、他の連帯債務者の利益のためにも、その効力を生ずる（437）

　　　　　・ABCが300万を負担し、債権者がAに「債務全額」を免除した場合

　　　　　　　→Aは債務を免れ、BCが200万の連帯債務を負う

　　　　　　　→BCの負担部分が元々ゼロだった場合は、BCは債務を免れる（判例）
　　　　　・ABCが300万を負担し、債権者がAに「債務の一部」（150万）を免除した場合

　　　　　　　→《判例》全額免除の場合に比例した割合で他の債務者が債務を免れ、免除を受けた者の負担額はそれだけ減少する
　　　　　　　　　→全額なら免れた100万×（一部免除額150万÷債務額300万）＝50万

　　　　　　　　　→Aは150万／Bは250万／Cは250万の連帯債務を負う

　　　　　　　　　→負担部分はAが100万－50万＝50万／Bが100万／Cが100万

　　　　　　　　　→Aが150万を弁済すると、BCに計100万を求償でき、BCは残額100万の連帯債務を負う

　　　　　　　→《絶対効優先説》免除額だけ被免除者の負担部分が減少し、他の債務者の債務額も負担部分の減少だけ減少する
　　　　　　　　　→Aの負担部分（100万）はゼロとなり、BCは200万の連帯債務を負う

　　　　　　　→《相対効優先説》免除後の残債務が被免除者の負担部分を下回らない限り、被免除者の負担部分は減少しない

　　　　　　　　　→残債務（150万）はAの負担部分（100万）を上回るので負担部分の減少はない

　　　　　　　　　→Aは150万／Bは300万／Cは300万の連帯債務を負う

　　　　　　　　　→負担部分はABCともに変わらず100万

　　　　　　　　　→仮に240万を免除したとすると…

　　　　　　　　　　　→残債務（60万）はAの負担部分（100万）を下回るので、負担部分は40万減少

　　　　　　　　　　　→Aは60万／Bは260万／Cは260万の連帯債務を負い、負担部分はAが60万／Bが100万／Cが100万

　　　〔f〕混同
　　　　　・連帯債務者の一人と債権者との間に混同があったときは、その連帯債務者は、弁済をしたものとみなす（438）

　　　　　　　→弁済とみなされるので、他の債務者に対して求償権を取得

　　　〔g〕時効完成
　　　　　・連帯債務者の一人のために時効が完成したときは、その連帯債務者の負担部分については、他の連帯債務者も、その義務を免れる（439）
　　（2）相対的効力

　　　　　・434条から439条を除き、連帯債務者の一人について生じた事由は、他の連帯債務者に対してその効力を生じない（440）→相対的効力の原則

　　　　　　　→請求以外の時効中断／時効利益の放棄／一部の者に対する通知承諾

【3】内部関係

　　（1）求償権
　　　〔a〕求償権の成立要件

　　　　　・連帯債務者の一人が［弁済をしたとき／その他自己の財産をもって共同の免責を得たとき］は、その連帯債務者は、他の連帯債務者に対し、各自の負担部分について求償権を有する（442Ⅰ）
　　　　　・出捐―――→債権者を満足させる行為／代物弁済、供託・相殺を含む

　　　　　・共同の免責→自己の負担部分額を超えることを要しない

　　　　　　　→ABCが300万の負担を負う場合…

　　　　　　　　　→Aが150万支払えば、Bに50万／Cに50万求償

　　　　　　　　　→Aが60万支払えば、Bに20万／Cに20万求償

　　　〔b〕効果

　　　　　・負担部分は、特約／利益の割合（判例）に従い、いずれでも定まらないときは平等（判例・通説）

　　　　　・求償は、［弁済／その他免責があった日］以後の［法定利息／避けることができなかった費用／その他の損害の賠償］を包含する（442Ⅱ）
　　（2）通知
　　　〔a〕意義→他の債務者の相殺の期待を保護／二重弁済の防止

　　　〔b〕事前通知を怠った場合

　　　　　・他の連帯債務者は、債権者に対抗することができる事由を有していたときは、その負担部分について、その事由をもってその免責を得た連帯債務者に対抗することができる（443Ⅰ）
→この場合において、相殺をもってその免責を得た連帯債務者に対抗したときは、過失のある連帯債務者は、債権者に対し、相殺によって消滅すべきであった債務の履行を請求することができる（443Ⅰ）
　　　　　　　→ABCが300万を負担し、Aが全額弁済し、Bが200万の反対債権を有していた場合

　　　　　　　　　→AはBに100万／Cに100万求償できるが、Bは100万の支払を拒絶できる

　　　　　　　　　→Bの100万分の反対債権はAに移転し、Aは債権者に100万の支払を請求できる
　　　〔c〕事後通知を怠った場合

　　　　　・他の連帯債務者が［善意で弁済をしたとき／その他有償の行為をもって免責を得たとき］は、その免責を得た連帯債務者は、自己の弁済その他免責のためにした行為を有効であったものとみなすことができる（443Ⅱ）
　　　　　　　→ABCが300万を負担し、Aが全額弁済した後、通知を受けていない善意のBが全額弁済

　　　　　　　→AB間でのみBの弁済を有効とする（相対的効果説＝判例・通説）

　　　　　　　　　→AはBCに各100万／BはACに各100万求償できるが、Cへの求償権はAのみとなり…

　　　　　　　　　→BはAに（C負担分を含め）200万求償／AはCに100万求償／Aは債権者に対する不当利得返還請求権取得（我妻）

　　　　　・第二の弁済者も事前通知を怠った場合は、原則に戻って第一弁済が有効となる（判例）
　　　〔d〕無資力者がある場合

　　　　　・連帯債務者の中に償還をする資力のない者があるときは、その償還をすることができない部分は、［求償者＋他の資力のある者］の間で、各自の負担部分に応じて分割して負担する（444）
→ただし、求償者に過失があるときは、他の連帯債務者に対して分担を請求できない（444但）

　　　　　　　→求償を適切に行えば無資力でなかった場合などが過失にあたる
　　　　　・ABCが300万を負担し、無過失のAが全額弁済、Cが無資力だった場合

　　　　　　　→C負担分100万をAとBが負担し、AはBに100万＋50万＝150万を求償できる

　　　　　・ABCが300万を負担するが、Bの負担部分がゼロでAが全額弁済、Cが無資力だった場合

　　　　　　　→負担部分のある弁済者は負担部分のない者にも平等分担を請求できる（判例）
　　　　　　　→C負担分150万をAとBが負担し、AはBに75万を求償できる

　　　　　・ABCが300万を負担するが、ABの負担部分がゼロでAが全額弁済、Cが無資力だった場合

　　　　　　　→負担部分のない弁済者は他の負担部分のない者に対して平等分担を請求できる（判例）
　　　　　　　→C負担分300万をAとBが負担し、AはBに150万を求償できる

　　（4）連帯の免除
〔a〕意義→債権者と債務者の関係において、債務額を負担部分に該当する額に限ること

　　　〔b〕種類

　　　　　・絶対的連帯の免除＝総債務者に対する連帯の免除

→分割債務となり求償関係は消滅
　　　　　・相対的連帯の免除＝債務者の一部に対する連帯の免除

　　　　　　　→連帯の免除を受けた債務者だけが分割債務を負担

→残りの者は全額について連帯債務を負担し、求償関係は存続
　　　〔c〕連帯の免除と求償権の変更

　　　　　・連帯債務者の一人が連帯の免除を得た場合において、他の連帯債務者の中に弁済をする資力のない者があるときは、債権者は、その資力のない者が弁済をすることができない部分のうち連帯の免除を得た者が負担すべき部分を負担する（445）
→ABCが300万の連帯債務を負担し、Aのみ連帯を免除し、Bが全額負担し、Cが無資力の場合

　　　　　　　→本来ならC負担分100万をAとBが分担するが、Aの分担分は債権者が負担する

　　　　　　　→BはAに100万／債権者に50万を求償できる

　　（5）求償権者の代位権（500）
【4】不可分債務との相違

5-3-2不真正連帯債務

［1］はじめに

　【1】意義

【2】具体例

　　　　　・法人の賠償義務（44Ⅰ）と代表者の賠償義務（709）

　　　　　・使用者責任における使用者の賠償義務（715Ⅰ）と被用者の賠償義務（709）

　　　　　・共同不法行為者が負担する賠償義務（719）

［2］不真正連帯債務の効力

　【1】対外的効力→債権者は連帯債務者の一人／数人／全員に、同時／順次に、全部／一部を請求できる（432）

　【2】一人について生じた事由

　　（1）絶対的効力→債権を満足させる事由（弁済など）

　　（2）相対的効力→434条～439条の適用はない

　【3】内部関係――→過失割合などに応じて求償関係が認められる（判例・通説）

5-5-1人的担保総説

［1］人的担保の意義→担保者の一般財産を引当（常に変動するので物的担保よりも不確実）
［2］類型―――――→保証債務／連帯債務／不可分債務／併存的債務引受

5-2-2保証の意義と性質

［1］意義

［2］性質

　【1】別個独立性→主たる債務と保証債務

　【2】同一内容性→代替給付が可能であることが前提だが、損害賠償債務への転化の保証も可能
　【3】付従性

　　（1）成立と消滅に関する付従性

　　（2）内容に関する付従性

　　　　　・保証人の負担が［債務の目的／態様］において主たる債務より重いときは、これを主たる債務の限度に減縮する（448）
→内容が変更されれば保証債務も変更される

　　　　　　　→保証人は、その保証債務についてのみ、［違約金／損害賠償の額］を約定することができる（447Ⅱ）
　【4】随伴性

　【5】補充性→催告の抗弁権（452）と検索の抗弁権（453）

［3］保証の機能

5-5-3保証債務の成立・内容

［1］保証債務の成立

　【1】保証契約

　　　　　・主債務者と保証人の委託関係は求償権の範囲に影響を与えるに過ぎない（459～）

　　　　　・保証人が主債務者に欺罔されて保証した場合は、96条2項の問題に過ぎない

　　　　　・保証人が、他に保証人等が存在すると勘違いして保証しても動機の錯誤として扱われる（判例）

　【2】保証契約の成立要件

　　（1）保証契約の当事者の存在

　　（2）保証人の資格

　　　　　・債務者が保証人を立てる義務を負う場合には、その保証人は、［行為能力者であること＋弁済をする資力を有すること］を具備する者でなければならない（450Ⅰ） 

　　　　　　　→保証人が弁済する資力を欠くに至ったときは、債権者は、要件を具備する者をもってこれに代えることを請求することができる（450Ⅱ）
　　　　　　　→行為能力を欠くに至ったときは、法定代理人が履行できるので、代わりの請求はできない
　　　　　　　→債権者が保証人を指名した場合には、適用しない（450Ⅲ）
・債務者は、要件を具備する保証人を立てることができないときは、他の担保を供してこれに代えることができる（451）

　　　　　　　→他の担保を供することができない場合は、担保義務の不履行となり期限の利益を失う（137③）

　　（3）主たる債務の存在

　　　　　・行為能力の制限によって取り消すことができる債務を保証した者は、保証契約の時においてその取消しの原因を知っていたときは、［主たる債務の不履行の場合／債務の取消しの場合］においてこれと同一の目的を有する独立の債務を負担したものと推定する（449）
　　（4）書面／電磁的記録ですること（446ⅡⅢ）
・保証契約は、書面でしなければ、その効力を生じない（446Ⅱ）
・保証契約がその内容を記録した電磁的記録によってされたときは、その保証契約は、書面によってされたものとみなす（446Ⅲ）
［2］保証債務の内容

　【1】はじめに

　【2】保証債務の目的と態様→主たる債務と同一であることが原則

　【3】保証債務の範囲

　　（1）原則

　　　　　・保証債務は、主たる債務に関する［利息／違約金／損害賠償／その他その債務に従たるすべてのもの］を包含する（447Ⅰ）
　　（2）解除に基づく損害賠償義務

　　　　　・損害賠償債務は本来の債務の延長として主たる債務に従たるものと考えられる

　　　　　　　→解除により主たる債務が遡及的無効となるのが原則だが、545条3項は遡及効を制限している

　　（3）解除に基づく原状回復義務
　　　　　・特定物の売買における売主のための保証においては、通常その契約から直接に生ずる売主の債務について保証人が自ら履行の責に任ずるというよりも、売主の債務不履行に起因して売主が買主に負担することあるべき債務について責任に任ずる趣旨でなされるものであるから、売主の負担する損害賠償義務はもちろん、特に反対の意思表示のない限り、売主の債務不履行によって契約が解除された場合における原状回復義務についても保証の責に任ずるものと認めるのが相当（百選24）
　　（4）保証人の関知しない合意解除から生じる債務
・保証人の意思に沿わず、過大な責任を負担させる結果のおそれがあり、保証人は責任を負わないのが原則
・請負契約が合意解除された後、請負人が注文主に前払金返還債務の負担を約した場合、合意解除が請負人の債務不履行に基づくものであって、保証人の負担が前払金返還債務より重くない場合、保証人は責任を負う（判例）
　　（5）一部保証

　　　　　・主たる債務2000万のうち1000万を保証した場合

　　　　　　　→1000万までの弁済を担保する趣旨（主債務者が1000万以上を払えば責任免除）

　　　　　　　→通常は保証人の出捐限度額を1000万とする趣旨（主債務者が1200万払えば保証人負担額は800万）

5-5-4保証債務の効力

［1］保証人の抗弁権

　【1】はじめに

　【2】催告の抗弁権
　　（1）意義
　　　　　・債権者が保証人に債務の履行を請求したときは、保証人は、まず主たる債務者に催告をすべき旨を請求することができる（452）。
　　　　　　　→ただし、［主たる債務者が破産手続開始の決定を受けたとき／その行方が知れないとき］は、この限りでない（452但）
　　（2）要件

　　　　　・債務者と保証人に同時に請求する場合は認められない

　　　　　・抗弁権なので保証人が主張しなければならない

　　（3）効果

　　　　　・債権者はまず債務者に催告しなければならない

　　　　　　　→催告は裁判外でもよく、結果を証明する必要もないので、抗弁権の価値は低い

　　　　　・債権者が催告することを怠ったために主たる債務者から全部の弁済を得られなかったときは、保証人は、債権者が直ちに催告すれば弁済を得ることができた限度において、その義務を免れる（455）
　　（4）保証人が抗弁権を有しない場合

　　　　　・主たる債務者の破産宣告／行方不明（452但）／連帯保証（454）／保証人の放棄（判例）

　【3】検索の抗弁権
　　（1）意義
　　　　　・債権者が452条により主たる債務者に催告をした後であっても、保証人が［主たる債務者に弁済をする資力があること＋執行が容易であること］を証明したときは、債権者は、まず主たる債務者の財産について執行をしなければならない（453）
　　（2）要件

　　　　　・抗弁権なので保証人が主張しなければならない

　　　　　・完済の資力である必要はなく、相当程度弁済する資力があれば足りる（判例・通説）

　　　　　・執行の容易性は現実に容易か否かで判断（不動産や指名債権は容易ではないとされる）

　　（3）効果

　　　　　・主たる債務者に執行しなければ、保証人に履行請求できない

　　　　　　　→執行しさえすれば効果がなくてもよい

→主たる債務者の資産状態が改善されても重ねて抗弁権を主張できない

　　　　　・債権者が執行を怠ったために主たる債務者から全部の弁済を得られなかったときは、保証人は、債権者が直ちに執行すれば弁済を得ることができた限度において、その義務を免れる（455）
　　（4）保証人が抗弁権を有しない場合→連帯保証の場合（454）／保証人の放棄
　【4】主債務者の有する抗弁権の援用

　　（1）意義→保証債務は主たる債務に付従するので、保証人は主債務者の抗弁を援用できる

　　（2）相殺
　　　　　・保証人は、主たる債務者の債権による相殺をもって債権者に対抗することができる（457Ⅱ）
　　　　　　　→形成権説（かつての通説）／抗弁権説（現在の通説）
　　（3）同時履行の抗弁権

　　（4）時効

　　　　　・主債務が時効消滅した場合に、保証人は主債務の消滅時効を援用できる

　　　　　　　→保証債務の承認～主債務者が主債務の時効援用～保証人が主債務の時効援用できる？

　　　　　　　→主債務者が時効利益を放棄しても、保証人は主債務の時効を援用できる（時効の相対効）

　　（5）取消権
・制限能力者の債務を保証した者は取消権が行使できる120条に該当せず、保証債務を消滅させる範囲内で主債務者たる無能力者の行為の取消権を行使できることを認めた規定もなく、保証人にかかる取消権を与えることは保証債務の従属性に反することとなるので、取消すことはできない（判例）
　　→肯定説（抗弁権説＝通説／保証切断説）
［2］主債務者・保証人に生じた事由

　【1】主債務者に生じた事由

　　（1）原則

　　　　　・付従性からの絶対的効力

→保証債務の内容を加重するものでない限り、すべて保証人に効力が及ぶ

　　（2）主債務の限定承認→引当となる責任を限定するものにすぎないので、保証人の責任は影響を与えない

　　（3）主債務者の破産―→債務も責任も縮減されるものではないから、保証人の責任に影響を与えない

　　（4）主債務の時効中断
　　　　　・主たる債務者に対する［履行の請求／その他の事由］による時効の中断は、保証人に対しても、その効力を生ずる（457Ⅰ）
　　　　　　　→主債務者が債務を承認しても、保証債務の時効は中断する
　　（5）主債務の譲渡
　　　　　・主債務者に対する対抗要件（通知承諾）を具備している限り、保証人にも効力が及ぶ

　　　　　　　→保証人に債権譲渡の通知をしても主債務者に通知したことにはならない（判例）
　　　　　　　→主債務消滅後に主債務者が無留保承諾しても、保証人は保証債務の消滅を主張できる（判例・通説）

　【2】保証人について生じた事由

　　　　　・債務を満足させるもの（弁済など）のみが絶対的効力

5-5-5保証人の求償権

［1］はじめに

［2］求償権の性質と範囲

　【1】委託を受けた保証人の場合（受託保証人）

　　（1）性質
　　　　　・保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、［過失なく債権者に弁済をすべき旨の裁判の言渡しを受けたとき／主たる債務者に代わって弁済をしたとき／その他自己の財産をもって債務を消滅させるべき行為をしたとき］は、その保証人は、主たる債務者に対して求償権を有する（459Ⅰ）

　　　　　　　→弁済は委任事務の処理＝求償権は委任に基づく費用償還請求権としての性質

　　（2）範囲

　　　　　・442条2項は、前項の場合について準用する（459Ⅱ）

　　　　　　　→求償は、［弁済／その他免責があった日］以後の［法定利息／避けることができなかった費用／その他の損害の賠償］を包含する（442Ⅱ）
　【2】委託を受けない保証人の場合

　　（1）性質

　　　　　・主たる債務者の委託を受けないで保証をした者が［弁済をしたとき／その他自己の財産をもって主たる債務者にその債務を免れさせたとき］は、主たる債務者は、その当時利益を受けた限度において償還をしなければならない（462Ⅰ）
　　　　　　　→弁済は実質的に事務管理＝求償権は事務管理に基づく費用償還請求権

　　（2）範囲

　　　〔a〕主債務者の意思に反しない保証人

　　　　　・当時利益を受けた限度で求償（462Ⅰ）→法定利息／損害賠償は請求できない

　　　〔b〕主債務者の意思に反して保証した者
　　　　　・主たる債務者の意思に反して保証をした者は、主たる債務者が現に利益を受けている限度においてのみ求償権を有し、主たる債務者が求償の日以前に相殺の原因を有していたことを主張するときは、保証人は、債権者に対し、その相殺によって消滅すべきであった債務の履行を請求することができる（462Ⅱ）
［3］求償権の要件としての通知

　【1】保証人が保証債務の弁済をする場合

　　　　　・443条（通知の懈怠）は、保証人について準用する（463Ⅰ）
→事前事後の通知を怠ると連帯債務と同様に求償権が制限される
　　　　　・主債務の時効完成を知らずに通知なしに弁済した場合、主債務者は時効援用をもって対抗できるか

　　　　　　　→援用があるまで債務は存在するので、弁済により保証債務＋主債務が消滅して求償権発生
　　　　　　　→時効の援用は443条の対抗事由にあたるとすれば、求償権制限
　【2】主たる債務者が弁済をする場合

　　　　　・保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、［善意で弁済をしたとき／その他自己の財産をもって債務を消滅させるべき行為をしたとき］は、443条は、主たる債務者についても準用する（463Ⅱ）
→主債務者が弁済するには、受託保証人に対する事後通知が必要

　　　　　　　→主債務者が求償することはないから、保証人の抗弁を保護する必要はなく、事前通知はいらない

　　　　　　　→委託を受けない保証人の場合は、その存在を知らない可能性もあり、通知を要求するのは酷

［4］連帯債務・不可分債務の保証人の求償権

　【1】債務者全員を保証する場合

　　　　　・主債務が分割債務／不可分債務の場合、保証人の求償義務も分割債務／不可分債務となる

　【2】債務者の一人を保証する場合

　　　　　・ABCの300万の連帯債務につき、DがAを保証し、Dが全額弁済した場合

　　　　　　　→DはAに300万を求償できる／DはABCに各100万を求償できる

［5］事前求償権

　【1】意義

　　　　　・保証人は、主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、次に掲げるときは、主たる債務者に対して、あらかじめ、求償権を行使することができる（460）

→①主たる債務者が［破産手続開始の決定＋債権者が破産財団の配当に加入しない］とき 

→②債務が弁済期にあるとき（ただし、保証契約の後に債権者が主たる債務者に許与した期限は、保証人に対抗することができない） 
→③債務の［弁済期が不確定＋最長期をも確定できない］場合に、保証契約の後10年を経過したとき
　　　　　　　→過失なくして債権者に弁済すべき裁判の言渡しを受けたとき（459Ⅰ→解釈）

　　　　　・保証人が求償権確保のためにすでに主債務者から担保設定を受けているときは認められないとされる

　【2】制限

　　　　　・主たる債務者が保証人に対して償還をする場合において、債権者が全部の弁済を受けない間は、主たる債務者は、［保証人に担保を供させること／保証人に対して自己に免責を得させること］を請求することができる（461Ⅰ）
　　　　　　　→保証人が弁済すべき裁判の言渡しを受けて求償権を行使or事前求償権を行使したが、債権者に弁済していない間について、主たる債務者に担保提供と自己免責の請求を認める

　　　　　　　→主債務者は保証人に担保の提供／自己の免責を請求できる（461Ⅰ）

　　　　　・前項の場合において、主たる債務者は、［供託をして／担保を供して／保証人に免責を得させて］、償還義務を免れることができる（461Ⅱ）
［6］保証人の代位権

5-5-6保証と物上保証の差異

［1］主債務者の有する反対債権による相殺→肯定説（多数説）／否定説

［2］物上保証人の事前求償権
　　　　　・債務者の委託を受けて債務を担保するために抵当権を設定した物上保証人は、被担保債権の弁済期が到来しても事前求償権を行使できない。372条で準用される351条により、債務弁済／抵当権実行により物上保証人は求償権を得ることになり、求償の範囲については保証債務に関する規定が準用されるが、これが事前求償権を許容する根拠とはならない。保証の委託は、主債務者が債務履行しない場合に受託者が債務履行の責任を負うことを内容とする契約をすることを主債務者が受託者に委任することであり、保証債務の弁済は委任に係る事務処理により生ずる負担ということができるが、物上保証の委託は物権設定行為の委任に過ぎず債務負担の委任ではないから、受託者が委任にしたがって抵当権を設定しても受託者は抵当不動産の範囲で責任を負担するにすぎず、売却代金の配当などによっては求償権の範囲／存在をあらかじめ確定することはできず、配当による被担保債権の消滅や受託者の弁済をもって委任事務の処理と解することもできない（百選42）
［3］物上保証と補充性

　　　　　・検索の抗弁権（453）は否定される（通説）

　　　　　　　→担保権実行を不当に遅滞させるおそれ／責任が限定されているので保証人ほどの保護は必要ない

［4］物上保証と時効の援用・中断

［5］保証と物上保証の相違
　　　　　・物上保証には、債権者の履行請求／物上保証人の補充性／事前求償権は認められない

　　　　　・付従性／主債務の時効援用権／時効中断効（判例）／相殺の援用は同じ

5-5-7特殊な保証

［1］連帯保証

　【1】意義

　【2】単純保証債務との相違点→付従性はあるが補充性がない（催告／検索の抗弁権がない）
　【3】連帯債務との相違点――→負担部分なし＝絶対効事由も少ない／債権譲渡は主債務者のみ通知／付従性あり
　【4】当事者の関係

　　（1）債権者と連帯保証人間の効力

　　（2）主債務者と連帯保証人間の効力

　　　　　・434条～440条まで（連帯債務の絶対効）は、主たる債務者が保証人と連帯して債務を負担する場合について準用する（458）
　　　　　　　→負担部分がないので負担部分を前提とした規定（相殺の援用／免除／時効完成）は準用されない

　　　　　　　→債権を満足させるものは絶対効を持つのは当然であり、相殺／更改を準用する意味もない

　　　　　　　→準用に意味があるのは、請求／混同
　　　　　　　→連帯保証人への請求による時効中断効は、主たる債務者にも及ぶ
［2］共同保証

　【1】意義

　　　　　・同一の主債務に対して数人の保証人がある場合

　　　　　　　→全員が保証人／全員が連帯保証人／単純保証だが保証人相互で全額弁済の特約（保証連帯）

　【2】分別の利益
　　　　　・数人の保証人がある場合には、それらの保証人が各別の行為により債務を負担したときであっても、427条（分割債務）を適用する（464）
→別段の意思表示がない限り、それぞれ等しい割合で義務を負う

　　　　　　　→300万の債務につきABが保証人になった場合、ABは各150万の保証債務を負担

　　　　　　　　　→その後にCが保証人として追加された場合、ABCは各100万の保証債務を負担する

　　　　　・分別の利益を有しない場合（全額支払義務）
　　　　　　　→主債務が不可分債務／保証人がそれぞれ主たる債務者と連帯or保証連帯
　【3】共同保証人間の求償
　　（1）分別の利益があるとき

　　　　　・各自の弁済した負担部分につき主債務者に対して求償権

　　　　　・462条（委託を受けない保証人の求償権）は、前項に規定する場合を除き、互いに連帯しない保証人の一人が［全額／自己の負担部分を超える額］を弁済したときについて準用する（465Ⅱ）
　　（2）分別の利益がないとき

　　　　　・442条から444条まで（連帯債務の求償権）は、数人の保証人がある場合において、そのうちの一人の保証人が、［主たる債務が不可分であるため／各保証人が全額を弁済すべき旨の特約があるため］、［全額／自己の負担部分を超える額］を弁済したときについて準用する（465Ⅰ）
　　　　　　　→連帯債務は負担部分を超えなくても負担割合で求償できる

［3］継続的保証

　【1】信用保証

　　　　　・期間の定めのない継続的保証は、契約後相当の期間が経過すれば、任意解約権が認められる（判例）

　　　　　　　→解約権の行使後、一定の予告期間が経過すると保証債務は消滅する

　　　　　・主債務者の資産状況悪化など、予期し得ない事情変更が生じた場合には、特別解約権が認められる（判例）

　　　　　・限度額の定めがない場合も、取引通念上相当な範囲に制限される（判例）
　　　　　・人的信頼を基礎としているので相続の対象にならないとされる
　　　　　・期間の定めのない継続的保証契約は保証人の主債務者に対する信頼関係が害されるに至ったなど保証人として解約申入れをするにつき相当の理由がある場合においては、解約により相手方が信義則上看過し得ない損害を被るなどの特段の事情のない限り、一方的にこれを解約しうる（百選25）
　【2】不動産賃貸借の保証

　　　　　・信用保証ほど巨額にならないため、解約には特段の事情が必要

　　　　　　　→賃借人の不誠実が顕著であるのに賃貸人が解除などの手段に訴えない場合など

　　　　　・不動産賃貸借の保証は相続の対象になるとされる

　【3】身元保証

　　　　　・狭義の身元保証→被用者に帰責事由ある損害賠償債務を保証

　　　　　・身元引受―――→損害賠償債務の存否とは無関係に、使用者に与えた損害を填補するもの

　　　　　・身元保証法による制限

［4］根保証

　【1】主債務の範囲と極度額の設定

　　　　　・一定の範囲に属する不特定の債務を主たる債務とする保証契約であって、債務の範囲に［金銭の貸渡し／手形の割引］を受けることによって負担する債務が含まれるもの（保証人が法人であるものを除く）の保証人は、［主たる債務の元本／主たる債務に関する利息／違約金／損害賠償／その他その債務に従たるすべてのもの／保証債務について約定された違約金や損害賠償の額］について、その全部に係る極度額を限度として、その履行をする責任を負う（465の2Ⅰ） 

→貸金等根保証契約は、前項に規定する極度額を定めなければ、その効力を生じない（465の2Ⅱ）
→446条2項3項（書面）は、貸金等根保証契約における極度額の定めについて準用する（465の2Ⅲ） 
　【2】元本確定期日

　　　　　・元本確定期日の定めがある場合に、契約締結日から5年を経過する日より後の日と定められているときはその元本確定期日の定めは、効力を生じない（465の3Ⅰ） 
　　　　　・元本確定期日の定めがない場合（期日の定めが効力を生じない場合を含む）には、その元本確定期日は、契約締結日から3年を経過する日とする（465の3Ⅱ） 

　【3】元本確定事由

　　　　　・次に掲げる場合には、貸金等根保証契約における主たる債務の元本は、確定する（465の4）
　　　　　　　→①債権者が、［主たる債務者／保証人］の財産について［強制執行／担保権］の実行を申し立てたとき 

　　　　　　　→②［主たる債務者／保証人］が破産手続開始の決定を受けたとき 
　　　　　　　→③［主たる債務者／保証人］が死亡したとき
6章　債権譲渡・債務引受

6-1-1（債権譲渡）総説

［1］はじめに

　　　　　・債権の同一性を保ちながら契約によって債権を移転させる目的の契約

　　　　　・投下資本の回収／融資の担保／弁済の手段／取立目的

［2］物権行為との共通性と相違点

［3］債権の種類

6-1-2（債権譲渡）債権の譲渡性

［1］原則

　　　　　・債権は、譲り渡すことができる（466Ⅰ）
→債権譲渡は譲渡人と譲受人の合意で成立し、債務者の承諾は不要
　　　　　・将来の一定期間内に発生する／弁済期が到来する幾つかの債権を譲渡の目的とする場合には、適宜の方法により期間の始期と終期を明確にするなど譲渡の目的とされる債権が特定されるべきである。債権が見込みどおり発生しなかった場合には、譲受人に生ずる不利益については譲渡人の契約責任の追及により清算することとして債権譲渡契約を締結するものであるから、契約締結時に債権発生の可能性が低かったことは契約の効力を当然に左右するものではない。期間の長さなど、契約内容が譲渡人の営業活動に対して社会通念に照らし相当とされる範囲を著しく逸脱する制限を加える／他の債権者に不当な不利益を与える－などの特段の事情が認められる場合には、契約は公序良俗に反するなどとして、効力の全部一部を否定されることはある（百選28）
［2］例外

　【1】債権の性質上の制限
・ただし、その性質がこれを許さないときは、この限りでない（466Ⅰ但）
　　　　　　　→債権者を異にすることで給付内容が異なる場合

　　　　　　　→特定の債権者への給付が重要な意義をもつ場合

　　　　　・債務者の承諾があれば譲渡できる（賃借人の債権／雇主の債権／委任者の債権）

　【2】法律上の制限

　　　　　・扶養請求権／恩給請求権／災害補償を受ける権利／保険給付を受ける権利／年金受給権

　【3】当事者の譲渡禁止特約
6-1-3（債権譲渡）譲渡禁止特約

［1］はじめに
　　　　　・前項の規定は、当事者が反対の意思を表示した場合には、適用しない（466Ⅱ）
　　　　　　　→ただし、その意思表示は、善意の第三者に対抗することができない（466Ⅱ但）
・特約は債務者の利益のため（手続の煩雑化の回避／過誤払の防止／相殺の利益確保）
［2］特約違反の効果
　　　　　・物権的効果説（判例・通説）／債権的効果説

　　　　　　　→物権的効果説なら債務者が特約の存在を立証し、譲受人側が善意／無重過失の立証責任を負う
　　　　　　　→債権的効果説なら債務者が特約の存在＋相手方の悪意／重過失の立証責任を負う
［3］「善意の第三者」の意味

　【1】無過失の要否
　　　　　・466条2項は善意と規定しているが、重大な過失は悪意と同様に取り扱うべきものである。預金債権については一般に譲渡禁止の特約が付されて預金証券等にもその旨記載されており、預金の種類によっては明示の特約がなくとも性質上黙示の特約があると解されているのは広く知られているから、少なくとも銀行取引について経験のある者にとっては周知の事柄に属し重過失が認められる（百選27）
　【2】転得者の保護

　　　　　・悪意の譲受人からの善意の転得者は保護される（判例）
　　　　　・善意の譲受人からの悪意の転得者は保護される？→絶対的構成？相対的構成？

［4］譲渡禁止特約付債権の譲渡後の債務者の承認

　　　　　・譲渡禁止特約のある指名債権について譲受人に悪意重過失が認められる場合でも、債務者が譲渡について承認を与えたときは、債権譲渡は譲渡の時に遡って有効となるが、116条の法意に照らし、第三者の権利を害することはできない。したがって、譲渡後承認前に滞納処分により当該債権を差押えをした第三者に対しては、債権譲渡の効力を主張することはできない（百選29）
［5］譲渡禁止特約付債権と強制執行

　【1】差押・取立

　　　　　・差押は債権の支払や取立を禁ずるにすぎない／法定される差押禁止債権を当事者は勝手に作れない

　　　　　　　→譲渡禁止特約付債権を差押えることはできる

　　　　　　　→差押債権者の取立も、債務者の取立権能を行使するにすぎないので、特約には抵触しない

　【2】転付命令
6-1-4（債権譲渡）対抗要件

［1］はじめに

　【1】意義

　　　　　・指名債権の譲渡は、［譲渡人が債務者に通知をしなければ／債務者が承諾をしなければ］、債務者その他の第三者に対抗することができない（467Ⅰ）
・前項の［通知／承諾］は、確定日付のある証書によってしなければ、債務者以外の第三者に対抗することができない（467Ⅱ）
　【2】債務者に対する対抗要件

　【3】第三者に対する対抗要件

　　　　　・「第三者」は、譲渡された債権そのものについて両立し得ない法律的地位を取得した者に限られる

　　　　　　　→二重譲受人／当該債権を差押えた譲渡人の債権者／譲渡人が破産したときの破産債権者

　【4】対抗要件を不要とする特約

　　　　　・467条は強行規定であり、対抗要件を不要とする特約は無効（判例）
　　　　　　　→対抗要件を不要とすると二重弁済の危険／公示機能が果たせず第三者保護に欠ける
　　　　　　　→2項（確定日付）は取引安全のための強行規定だが、1項は債務者保護を目的とする任意規定？

［2］債務者に対する対抗要件

　【1】通知

　　　　　・債権譲渡の事実を債務者に知らせること

　　　　　・譲渡人からなされる必要があり、譲受人からの通知は無効

　　　　　　　→譲受人が譲渡人の通知を代位行使できない
→第二譲受人が第一譲受人の通知請求権を代位行使することはできる（判例）
　　　　　・通知は観念の通知だが、意思表示に関する規定が類推される

　　　　　　　→到達によって効力を生じ、代理人によって通知することもできる（判例）

　　　　　・譲渡前の通知は、譲渡されるか否か不明確であり債務者に不利益なので無効（通説）

　　　　　　　→将来債権をあらかじめ譲渡する場合は、債権自体の成立前の通知でも有効（通説）
　　　　　・債権譲渡予約の承諾があった場合、指名債権譲渡の第三者対抗要件制度は債務者が債権の帰属の変更を認識することを通じて第三者に表示されうるものであることを根幹として成立しているところ、譲渡予約の通知承諾があっても予約完結権行使により債権の帰属が将来変更されうる可能性を了知するにとどまり、帰属に変更が生じた事実を認識するものではないから、予約完結による債権譲渡の効力は予約についてされた通知承諾をもって第三者に対抗することはできない（最判H13.11.27）
　　　　　・「譲渡担保権設定と担保権実行通知後の担保権者への弁済」を通知した場合集合債権を対象とした譲渡担保契約は、目的債権は担保権者に確定的に譲渡され、ただ担保権者に帰属した債権の一部について設定者に取立権を付与し、取り立てた金銭の担保権者への引渡しを要しないとの合意が付加されているものであるから、第三者対抗要件を具備するためには指名債権譲渡の対抗要件（467Ⅱ）の方法によることができ、その際に第三債務者に設定者に付与された取立権限の行使への協力を依頼したとしても、第三者対抗要件の効果を妨げるものではない。「実行通知後の担保権者への弁済」は別途の通知までは取立権者である設定者に支払うよう依頼する趣旨を含むものであるから、この記載があることによって譲渡通知と認められないものではない（最判H13.11.22）
　【2】承諾

　　　　・債権譲渡の事実を認識したことを表明すること

　　　　・譲渡人／譲受人のいずれに対してなしてもよい

　　　　・承諾は観念の通知だが、意思表示に関する規定が類推される

　　　　・譲渡前の承諾は、譲渡債権と譲受人が特定していれば有効（判例）
　　　　　　→債務者自身が承諾をなしている以上、債務者に不利益がない
［3］第三者に対する対抗要件

　【1】はじめに

　　（1）意義→取引の安全／公示の要請

　　（2）確定日付ある証書を要求した趣旨
　　　　　・467条1項が債権譲渡について債務者の承諾と並んで通知をもって債務者のみならず第三者に対する関係においても対抗要件としたのは、譲受人は債権の存否や帰属を債務者に確かめ、債務者はすでに債権が譲渡されていても通知承諾がない限り第三者に対して債権の帰属に変更のないことを表示するのが通常であり、第三者はこの表示を信頼して債権を譲り受けることがあるという事情によるものであって、債務者の債権譲渡の有無についての認識を通じ、債務者によってそれが第三者に表示されうるものであることを根幹として成立している。第三者に対抗要件として確定日付ある証書を必要とする趣旨は、第三者が債務者の表示を信頼して譲り受けた後に、旧債権者が債権を二重に譲渡して債務者と通謀して譲渡の通知や承諾のあった日を遡らせるなどの作為をして、第三者の権利が害するに至ることを可及的に防止することにあると解すべき（百選32）
　【2】問題となる場合

　　（1）二重譲受人がともに確定日付ある通知を具備した場合
　　　　　・467条の対抗要件制度の構造にかんがみ、債権が二重譲渡された場合、譲受人相互の間の優劣は、通知／承諾に付された確定日付の先後によるべきではなく、確定日付ある通知が到達した日時／確定日付ある承諾の日時によって決すべきであり、また、確定日付は通知／承諾そのものについて必要であると解すべき（百選32）
　　（2）確定日付ある通知が同時に到達した場合
　　　〔a〕譲受人と債務者の関係（履行請求の可否／全額請求の可否）
　　　　　・各譲受人は第三債務者に対してそれぞれの譲受債権について全額の弁済を請求することができ、譲受人の1人から請求を受けた第三債務者は、他の譲受人に対する弁済など債権消滅事由がない限り、単に同順位の譲受人が他に存在することを理由として弁済の責めを免れることはできない（判例）
　　　　　　　→債務者としては全額を供託するのがベスト
　　　〔b〕各譲受人間の内部関係
　　　　　・各譲受人は互いに自己の優先的地位を主張できない関係に立つから、公平の原則に照らし、債権額の案分した供託金還付請求権をそれぞれ分割取得すると解するのが相当（百選33）
　　（3）二重譲受人がともに確定日付ない通知を具備した場合
　　（4）確定日付ある通知と確定日付ない通知が存在する場合

　　　　　・債務者への対抗要件（467Ⅰ）は、弁済前に第三者対抗要件（467Ⅱ）を具備するものが現れれば、債務者に対する関係でも機能しなくなり、債務者は第三者対抗要件を具備した者だけを権利者として扱わなければならない

［4］債権の劣後譲受人に対する弁済と478条
　　　　　・劣後譲受人に対する弁済についても478条の適用はある。無過失というためには、優先譲受人の債権譲渡行為／対抗要件に瑕疵があるため効力を生じないと誤信してもやむを得ない事情があるなど、劣後譲受人を真の債権者であると信ずるにつき相当な理由が必要である（百選37）
6-1-5（債権譲渡）抗弁の承継と切断

［1］抗弁承継の原則
　【1】はじめに

　　　　　・譲渡人が譲渡の通知をしたにとどまるときは、債務者は、その通知を受けるまでに譲渡人に対して生じた事由をもって譲受人に対抗することができる（468Ⅱ）
　　　　　　　→抗弁は譲渡される債権そのものに付着し、債権は同一性を保ったまま移転する

　　　　　　　→債務者の関与なしに行われる以上、債務者が債権譲渡によって不利益を受けてはならない

　【2】承継する抗弁の具体例

　　（1）債権自体の不成立

　　（2）取消・解除などによる債権の消滅

　　　　　・債務者は譲渡人に対して取消（解除）し、その結果として、譲受人の債権の消滅を主張できるにすぎない
　　　　　　　→譲受人は契約の当事者ではない
　　（3）弁済による債権の消滅

　　（4）同時履行の抗弁・限定承認の抗弁

　　（5）相殺の抗弁

　【3】債権譲渡と通謀虚偽表示
　【4】債権譲渡と解除→通知前に反対債権があれば解除を対抗できる
［2］抗弁の切断
　【1】はじめに
　　　　　・債務者が異議をとどめないで前条の承諾をしたときは、譲渡人に対抗することができた事由があっても、これをもって譲受人に対抗することができない（468Ⅰ）
　　　　　　　→無留保承諾は、異議ない旨を明示する必要はなく、抗弁の存在を示さずに漫然と承諾すること
・債務者がその債務を消滅させるために譲渡人に払い渡したものがあるときはこれを取り戻し、譲渡人に対して負担した債務があるときはこれを成立しないものとみなすことができる（468Ⅱ）
　　　　　　　→抗弁を喪失した債務者の不利益は譲渡人への不当利得返還で解決する
　【2】無留保承諾の性質
　　　　　・無留保承諾に抗弁喪失の効果を認めているのは、債権譲受人の利益を保護し一般債権取引の安全を保障するため法律が付与した法律上の効果と解すべきであって、悪意の譲受人に対してはこのような保護を与えることを要しない（判例）
　　　　　　　→公信力説は抗弁なしの債権という外観を信頼した者を保護する外観保護法理の一種

　　　　　　　→公信の原則（192）とは異なり、前主の無権利までをも治癒するものではない？
　【3】譲受人の主観的要件
　【4】「対抗することができた事由」（468Ⅰ）の意味
　　　　　・請負契約は双務契約であって、報酬請求権と仕事完成引渡は同時履行の関係に立ち、仕事完成義務の不履行を事由とする契約解除によって消滅するものであるから、報酬請求権の譲渡前にすでに反対義務が発生している以上、債権譲渡時にすでに契約解除を生ずるに至るべき原因が存在していたものというべきである。したがって無留保承諾をしても、譲受人は譲受債権が未完成仕事部分に関する請負報酬請求権であることを知っていた場合には、債務者は譲受人に契約解除をもって対抗できる（判例）
　【5】譲渡債権が公序良俗無効の場合

　　　　　・無留保承諾したときであっても、債務者に信義側に反する行為があるなど特段の事情がない限り、債務者は債権発生にかかる契約の公序良俗違反による無効を主張して履行を拒むことができる。賭博債権が直接的にせよ間接的にせよ満足を受けることを禁止すべきことは法の強い要請であって、無留保承諾による抗弁喪失の制度の基礎にある債権譲受人の利益保護の要請を上回るものである（百選30）
［3］無留保承諾と担保権の復活

　【1】はじめに

　【2】抵当不動産が債務者所有の場合
　　　　　・弁済による債権消滅の場合は抵当権消滅を主張できないが、初めから不存在の場合は主張できる（判例）
　【3】抵当不動産が物上保証人所有の場合
　【4】後順位抵当権者が存在する場合
　【6】抵当不動産の第三取得者が存在する場合

　　　　　・無留保承諾によって債務者が譲受人に対して債権消滅を主張しえなくなるのは格別、抵当不動産の第三取得者に対する関係においては被担保債権の消滅した抵当権の効力が復活することはない（百選31）
　【6】登記の流用
　【7】債務者に保証人がいる場合
6-1-6（債権譲渡）対抗関係と無留保承諾の関係

［1］はじめに

　　　　　・467条2項→帰属の前提となる債権の存在や内容の瑕疵は治癒されない

　　　　　・468条1項→債権の存在や内容は治癒するが、帰属において劣後する瑕疵は治癒されない

［2］具体的問題

　【1】確定日付ない通知～弁済～第二譲渡

　【2】確定日付ない通知～第二譲渡～弁済～第二譲渡の確定日付ある通知

6-1-7（債権譲渡）証券的債権の譲渡

　　　　　・指図債権（手形／小切手／貨物引換証／倉庫証券／船荷証券）

→対抗要件は「裏書」／債務者の調査義務軽減／債務者の抗弁主張制限

　　　　　・無記名債権（無記名社債／持参人払式小切手／商品券／乗車券）

→動産扱い（86）／対抗要件（効力発生要件＝学説）は「証券交付」／債務者の抗弁主張制限

　　　　　・記名式所持人払債権（小切手）

　　　　　　　→効力発生要件は「証券交付」／債務者の調査義務軽減

6-2債務引受

［1］はじめに

　【1】意義―→債務の同一性を維持したまま債務を契約によって移転（更改は新債務の発生なので不便）
　【2】問題点→債権者の利益への配慮／債務者の意思への配慮

　【3】種類

［2］債務引受の3態様

　【1】免責的債務引受

　　（1）意義→債務が同一性を維持しつつ新債務者に移転し、旧債務者が債権関係から離脱する

　　（2）要件
　　　　　・債権者が害される危険が高いので、必ず債権者の同意が必要

　　　　　　　→債権者／債務者／引受人による三面契約

　　　　　　　→債権者／引受人による契約でも…債務者の意思に反することはできない

　　　　　　　→債務者／引受人による契約なら…債権者の承諾が必要（事前事後／明示黙示を問わない）

　　（3）効果

　　　　　・債務に付着する一切の抗弁事由が引受人に移転する

　　　　　　　→相殺は×／取消権や解除権は当事者の地位に生じるものなので×

　　　　　・保証債務は人的関係に基づくものなので、保証人の同意がなければ移転しない（判例・通説）

　　　　　・法定担保物権は存続する

　　　　　・約定担保物権は物上保証人の場合は同意が必要／債務者の場合は争いあり

　【2】併存的債務引受（重畳的債務引受）
　　（1）意義→新債務者が元の債務者と並んで債務者になる（保証人よりも重い負担）

　　（2）要件

　　　　　・債権者／債務者／引受人による三面契約

　　　　　・債権者／引受人による契約なら…債務者の意思に反してもなしうる（保証に準じる）
　　　　　・債務者／引受人による契約なら…第三者（債権者）のためにする契約（受益の意思表示が必要）

　　（3）効果

　　　　　・重畳的債務引受がなされた場合、反対に解すべき特段の事情のない限り、原債務者と引受人との関係について連帯債務関係が生ずると解すべきであり、原債務者の時効消滅の効果は439条の適用上、原債務者の負担部分について債務引受人にも及ぶ（百選34）
→主観的共同関係があれば連帯債務だが、なければ不真正連帯債務（学説）

　【3】履行引受

　　（1）意義→債務者は変わらないまま、弁済の義務を債務者に対して負う
　　（2）要件

　　　　　・債務者と引受人間の契約

　　　　　　　→債権者と引受人の間には法律関係はない（権利義務はない）

　　　　　　　→引受人は債権者に対して第三者として弁済するので、第三者弁済（474）の要件をみたす必要がある

　　（3）効果

　　　　　・引受人が第三者弁済すれば債務者に対する求償権を取得
　　　　　　　→通常は引受人は反対債務を有しているので相殺することで決済
6-3契約上の地位の移転

［1］はじめに→契約上の権利義務関係／取消権／解除権／抗弁権などすべてを移転する

［2］契約上の地位の移転と旧当事者の債務の消滅

　　　　　・原則として併存的債務引受／旧当事者の債務を免責すれば旧当事者の責任消滅？

　　　　　・民事上の契約引受については譲渡人の責任消滅？→会社法（事業譲渡）との相違

［3］要件

　【1】はじめに

　【2】売買契約の当事者
　【3】賃貸借契約の当事者
　　　　　・賃貸人の地位の譲渡は、賃貸人の義務の移転を伴うものではあるけれど、賃貸人の義務は賃貸人が何ぴとであるかによって履行方法が特に異なるものではなく、また、土地所有権の移転があったときに新所有者の義務の承継を認めることがむしろ賃借人にとって有利であるから、一般の債務の引受の場合とは異なり、特段の事情のある場合を除き、新所有者が旧所有者の賃貸人としての権利義務を承継するには、賃借人の承諾を必要とせず、旧所有者と新所有者間の契約をもってこれをなすことができる（百選35）
7章　債権の消滅

7-1消滅原因の分類

7-2-1弁済総説

［1］意義―――→弁済＝債務の本旨に従って債務の内容たる一定の給付を実現する債務者その他第三者の行為

［2］弁済の方法

［3］弁済の法的性質→準法律行為（債権の目的達成という事実により債権消滅≠給付者の効果意思の効果）
7-2-2弁済の要件

［1］弁済者

　【1】債務者本人

　【2】第三者弁済
　　（1）意義

　　　　　・債務の弁済は、第三者もすることができる（474Ⅰ）

　　　　　　　→ただし、［債務の性質がこれを許さないとき／当事者が反対の意思を表示したとき］は、この限りでない（474Ⅰ但）
　　（2）利害関係を有しない第三者

　　　　　・利害関係を有しない第三者は、債務者の意思に反して弁済をすることができない（474Ⅱ）

　　　　　　　→債務者の不利益を回避するのが趣旨

→恩義を受けるのを潔しとしない／債権者より過酷な求償権行使の可能性

　　　　　・債務免除は単独行為であること＋意思に反する保証が認められることとの均衡は？
　　　　　・第三者弁済を否定すると、債権者の方が不利益を被る？

　　　　　　　→474条2項はできる限り適用させない方向性（利害関係を広げ、意思に反するを慎重に判断）

　　　　　　　→結局は、第三者弁済を拒絶する合理的理由があるかの判断となり、法定代位のための「正当な利益」とほとんど同じ解釈になる
　　（3）利害関係を有する第三者

　　　　　・借地上の建物賃借人は、土地賃貸人との間に直接の契約関係はないが、借地権が消滅すると建物退去義務／土地明渡義務を負う法律関係にあるから、地代を弁済して、借地権が消滅することを防止する法律上の利益を有する（百選36）
　　　　　・物上保証人／担保不動産の第三取得者／後順位抵当権者／他の債権者（我妻）？
　【3】譲渡能力ない所有者の引渡物の取戻

　　　　　・譲渡につき行為能力の制限を受けた所有者が弁済として物の引渡しをした場合において、その弁済を取り消したときは、その所有者は、更に有効な弁済をしなければ、その物を取り戻すことができない（467）

　　　　　　　→債権者の利益を考慮した留置権／同時履行の抗弁権と同趣旨の規定

　　　　　・「物」は、制限行為能力者が所有する不特定物に限られる
　　　　　・債権者が弁済として受領した物を善意で［消費したとき／譲り渡したとき］は、その弁済は、有効とする（477）

→債権者が第三者から賠償の請求を受けたときは、弁済をした者に対して求償をすることを妨げない（477）
［2］弁済受領者

　【1】債権者または弁済受領権限ある者

　【2】債権者に対する弁済が無効な場合

　　　　　・差押え債権（481Ⅰ）／破産（破産法）／債権の質入（364Ⅰ）

　　　　　　　→支払の差止めを受けた第三債務者が自己の債権者に弁済をしたときは、差押債権者は、その受けた損害の限度において更に弁済をすべき旨を第三債務者に請求することができる（481Ⅰ）

　　　　　　　→第三債務者は、債権者に対する求償権を行使できる（481Ⅱ）

　　　　　　　→債権質／転質の場合も、対抗要件を具備した後は481条が類推される

　　　　　・仮差押債権者と差押取立権者が出現し、第三債務者が差押取立権者に全額弁済した場合は、仮差押債権者がその後に取立権や転付命令を得ても481条は適用されず、配当加入して満足を受けるべき（判例）
　【3】弁済受領権限を有しない者への弁済

　　（1）原則

　　　　　・478条（準占有者に対する弁済）を除き、弁済を受領する権限を有しない者に対してした弁済は、債権者がこれによって利益を受けた限度においてのみ、その効力を有する（479）
　　（2）準占有者に対する弁済
　　　〔a〕意義

　　　　　・債権の準占有者に対してした弁済は、その弁済をした者が［善意＋過失がなかった］ときに限り、その効力を有する（478）
→準占有者とは、取引通念上、真実の債権者であると信じさせる外観を有する者

　　　〔c〕効果

　　　　　・弁済は有効と扱われ、債権は消滅
　　　　　　　→債務者は準占有者に対して返還請求できない

　　　　　・債権者は準占有者に対して不当利得返還請求権を取得し、場合により不法行為による債権侵害として損害賠償債権を取得する
　　　〔d〕詐称代理人と準占有者
　　　　　・債権者の代理人と称して債権を行使する者も478条の債権の準占有者に該当する（判例）
　　　〔e〕定期預金の期限前払戻
　　　　　・期限前払戻の場合における弁済の具体的内容が契約成立時にすでに合意により確定されているのであるから、期限前払戻は、478条の弁済に該当する（判例）
　　　〔f〕預金担保貸付における相殺

　　　　　・金融機関が、記名式定期預金の預金者名義人と称する第三者から、定期預金を担保とする金銭貸付の申込みを受け、定期預金についての預金通帳／届出印と同一の印影の呈示を受けたため同人を預金者本人と誤信してこれに応じ、定期預金に担保権の設定を受けて第三者に金銭を貸し付け、その後、担保権実行の趣旨で貸付債権を自働債権とし預金債権を受働債権として相殺をした場合には，少なくともその相殺の効力に関する限りは、これを実質的に定期預金の期限前解約による払戻と同視することができるから、金融機関が当該貸付等の契約締結にあたり、第三者を預金者本人と認定するにつき、金融機関として負担すべき相当の注意義務を尽くしたと認められるときには、478条を類推適用し、第三者に対する貸金債権と担保に供された定期預金債権との相殺をもつて真実の預金者に対抗することができるものと解するのが相当である。なお、この場合、金融機関が相殺の意思表示をする時点においては第三者が真実の預金者と同一人でないことを知っていたとしても、これによって上記結論に影響はない。（判例）
　　　〔g〕契約者貸付

　　　　　・保険契約者に対する貸付けは、約款上の義務履行として行われるうえ、貸付金額が解約返戻金の範囲内に限定され、保険金などの支払の際に元利金が差引き計算されることにかんがみれば、経済的実質においては保険金／解約返戻金の前払いと同視することができる。したがって、保険契約者の代理人と称する者の申し込みによる貸付けを実行した場合、代理人と認定することについて相当の注意義務を尽くしたときは、保険会社は478条の類推適用により、保険契約者に対して貸付けの効力を主張することができる（百選38）
　　　　　　　→相殺前の貸付行為自体に478条類推を認めた

　　　　　　　→大量／定型／没個性の取引であり、契約の相手方より決済に関心が払われているからなのか？

　　　　　　　→消費貸借一般に拡大することは？

　　　〔e〕キャッシュカードの不正使用

　　　　　・真正なキャッシュカードが使用され、正しい暗証番号が入力されていた場合には、銀行による暗証番号の管理が不十分であったなどの特段の事情がない限り、銀行は免責約款により免責される（百選39）
　　（3）受取証書の持参人に対する弁済
　　　　　・受取証書の持参人は、弁済を受領する権限があるものとみなす（480）

→ただし、弁済をした者がその権限がないことを［知っていたとき／過失によって知らなかったとき］は、この限りでない（480但）

　　　　　・受取証書は真正であることが必要（偽造の場合は478条で処理する）

　　（4）証券的債権の所持人に対する弁済

　　　　　・流通性の高さから悪意重過失がない限り保護される（470、471）

→無記名債権／指図債権／記名式所持人払債権

［3］弁済の時期

　　　　　・契約／412条によって決まる

　　　　　・履行期前の弁済も有効だが、債権者の利益を害することはできない（136Ⅱ）

［4］弁済の場所

　【1】特定物の引渡を目的とする債務→取立債務
　　　　　・弁済をすべき場所について別段の意思表示がないときは、特定物の引渡しは債権発生の時にその物が存在した場所において、その他の弁済は債権者の現在の住所においてしなければならない（484前）
　【2】特定物の引渡以外の給付が目的の債務→持参債務
　　　　　・弁済をすべき場所について別段の意思表示がないときは、特定物の引渡し以外の弁済は債権者の現在の住所においてしなければならない（484後）
　　　　　　　→売買で目的物引渡と同時に代金支払ならば、引渡の場所が支払地（574）
　　　　　　　→債権譲渡が行われた場合は、新債権者の住所地が弁済地となり、増加額は旧債権者に求償する
［5］債権の目的

　【1】債務の本旨に従った弁済

　　（1）特定物債権
・債権の目的が特定物の引渡しであるときは、弁済をする者は、その引渡しをすべき時の現状でその物を引き渡さなければならない（483）
　　（2）不特定物債権→瑕疵のない物

　【2】引渡した物が他人の物のとき
　　　　　・弁済をした者が弁済として他人の物を引き渡したときは、その弁済をした者は、更に有効な弁済をしなければ、その物を取り戻すことができない（475）

　　　　　　　→債権者保護のための規定

　　　　　　　→「物」は不特定物に限られる（特定物ならさらに有効な弁済をすることはできない）

　　　　　・債権者が弁済として受領した物を善意で［消費したとき／譲り渡したとき］は、その弁済は有効とし、債権者が第三者から賠償の請求を受けたときは、弁済をした者に対して求償をすることを妨げない（477）
　　　　　・債権者が即時取得すれば475条の適用は問題とならない

　【3】弁済の費用

　　　　　・弁済の費用は特約ない限り債務者負担（運送費／関税／登記費用／通知費）

　　　　　・有償契約に関する契約費用は平等負担（契約書作成費／目的物鑑定費）

7-2-3弁済の効果

［1］はじめに

［2］弁済の充当

　【1】必要性と方法

　　（1）弁済の充当の問題

　　（2）充当の方法―――→契約による充当／指定充当／法定充当

　【2】指定充当
　　　　　・［債務者が同一の債権者に対して同種の給付を目的とする数個の債務を負担する場合／一個の債務の弁済として数個の給付をすべき場合］において、弁済をする者がその債務の全部を消滅させるのに足りない給付をしたときにおいて、弁済として提供した給付がすべての債務を消滅させるのに足りないときは、弁済をする者は、給付の時に、その弁済を充当すべき債務を指定することができる（488Ⅰ、490）
　　　　　　　→弁済をする者が指定をしないときは、弁済を受領する者は、その受領の時に、その弁済を充当すべき債務を指定することができる（488Ⅱ）

→ただし、弁済をする者がその充当に対して直ちに異議を述べたときは、この限りでない（488Ⅱ但）
　　　　　　　→弁済者が直ちに異議を述べた場合は、充当は無効となり、法定充当に移行する

　　　　　・弁済の充当の指定は、相手方に対する意思表示によってする（488Ⅲ）
　【3】法定充当（489、490）

　　　　　・［弁済をする者＋弁済を受領する者］がいずれも弁済の充当の指定をしないときは、次の各号の定めるところに従い、その弁済を充当する（489、490）
　　　　　　　→①弁済期にあるものと弁済期にないものとがあるときは、弁済期にあるものに先に充当する
　　　　　　　→②すべての債務が弁済期に［あるとき／ないとき］は、債務者のために弁済の利益が多いものに先に充当する
　　　　　　　→債務者のために利益の多いものは、利息／利率／単独債務／担保付など…

　　　　　　　→③債務者のために弁済の利益が相等しいときは、弁済期が先に［到来したもの／到来すべきもの］に先に充当する
　　　　　　　→④前2号に掲げる事項が相等しい債務の弁済は、各債務の額に応じて充当する
　【4】充当方法に関する制限
　　　　　・債務者が［一個／数個］の債務について元本のほか［利息／費用］を支払うべき場合において、弁済をする者が債務の全部を消滅させるのに足りない給付をしたときは、これを順次に［費用→利息→元本］に充当しなければならない（491）

　　　　　・合意充当は格別、当事者の指定で変更することはできない（判例）
　　　　　・数個の債務がある場合、費用／利息／元本の各相互間では法定充当の順序による

［3］弁済者の権利（弁済の証拠）

　【1】受取証書交付請求権
　　　　　・弁済をした者は、弁済を受領した者に対して受取証書の交付を請求することができる（486）

→弁済と受取証書の交付は、同時履行の関係に立つ

　【2】債権証書返還請求権
・債権に関する証書がある場合において、弁済をした者が全部の弁済をしたときは、債権の証書の返還を請求することができる（487）
　　　　　　　→弁済と同時履行の関係に立つものではなく、不当利得返還が根拠

［4］弁済による代位

　【1】はじめに

　　（1）意義

　　　　　・債務者のために弁済をした者は、その弁済と同時に債権者の承諾を得て、債権者に代位することができる（499Ⅰ）
　　　　　　　→467条（債権譲渡の対抗要件）は、前項の場合について準用する（499Ⅱ）

　　　　　・弁済をするについて正当な利益を有する者は、弁済によって当然に債権者に代位する（500）
・債務者について消滅した債権者の権利を求償権の範囲で弁済者に法定移転させる制度

　　（2）趣旨

　　　　　・契約による求償／事務管理や不当利得による求償では、弁済した第三者は一般債権者にすぎない

　　　　　　　→第三者弁済は信用制度上から好ましいことだから、求償権を保護し、債権者の権利を行使させる

　　　　　　　→弁済者は求償権の確保により安心して弁済できる

　　　　　　　→第三者弁済が促されることにより債権者の利益

　　　　　　　→債務者は自分に代わって弁済してくれる者が増えれば新たな信用を得る機会が増える

　　（3）弁済による代位の法的構成

　　　〔a〕法律擬制説

　　　〔b〕法律上の債権移転説（判例・通説）

　　　　　・弁済により債権は債権者／債務者間で消滅するが、弁済者のためになお存続し、弁済者に法律上の債権移転が行われる

　　　　　　　→内入弁済が求償権と代位債権の双方に充当されることは債権移転を前提としなければ説明がつかない

　【2】要件

　　（1）弁済など債権者に満足を与えること―→代物弁済／供託／相殺も含まれる

　　（2）弁済者が債務者に求償権を有すること→代位の趣旨は求償権の確保
　　　　　・債務者と保証人が求償権の内容として法定利率と異なる約定利率による遅延損害金を支払う旨の特約を結んだ場合、459条2項（委託を受けた保証人の求償権の範囲）が準用する442条2項（連帯債務の求償権）は、求償権の内容を代位弁済額のほか弁済日以降の法定利息等と定めているが、これは任意規定であるし、弁済による代位制度は特約の効力を制限する性質を有するものではない。担保権が根抵当権の場合には、根抵当権は極度額の範囲内で原債権を担保することに変わりはなく、特約によって求償権の範囲を増大させても、代位によって行使できる根抵当権の範囲は極度額／原債権の残存額に限定されるのであり、原債権の利率が変更されるわけでもなく、物上保証人に対しても後順位抵当権者など利害関係人に対しても何ら不当な影響を及ぼすものではない、代位弁済者は特約を後順位抵当権者に対抗できる（百選41）
　　（3）弁済に正当な利益or債権者の承諾
　　　〔a〕正当な利益

　　　　　・債務者の意思に反してでも弁済しうる利害関係
→物上保証人／後順位抵当権者／抵当不動産の賃借人…
　　　　　・自己も債務を負うが、債務者との関係では実質上他人の債務の弁済となる者も含む

→保証人／連帯債務者／不可分債務者…
　　　　　・担保権実行が不利な時期に行われ弁済額減少のおそれがある一般債権者も「正当の利益」がある（判例）
　　　　　・法律上の移転なので、対抗要件は不要
　　　〔b〕債権者の承諾

　　　　　・弁済を受領すれば、原則として承諾は拒めない（通説）
　　　　　・債権譲渡に類似し、対抗要件（通知承諾／確定日付）がなければ債務者／第三者に対抗できない

　【3】効果

　　（1）弁済者と債務者

　　　〔a〕全部弁済の場合

　　　　　・債権者に代位した者は、自己の権利に基づいて求償をすることができる範囲内において、［債権の効力／担保］としてその債権者が有していた一切の権利を行使することができる（501）
　　　　　　　→原債権／付随する権利（損害賠償請求権／債権者代位権）／担保権が弁済者に移転

　　　　　・取消権や解除権は契約当事者の地位に付随する権利であり、代位の目的にはならない
→502条2項（一部弁済における解除権の帰属先）は当然の規定

　　　〔b〕一部弁済の場合

　　　　　・債権の一部について代位弁済があったときは、代位者は、その弁済をした価額に応じて、債権者とともにその権利を行使する（502Ⅰ）
　　　　　・502条1項は単に「債権者とともにその権利を行使する」とあるに過ぎないが、分割行使がなし得る場合には、債権者と共同することなく、各自その弁済した価格に応じて権利を行使することがなし得る趣旨であり、残存債務について債権者が実行できる時期に達したと否とを問わず、一部代位者は権利を行使することができる（百選40）
　　　　　　　→代位弁済制度の目的は求償権確保に尽き、債権者を害すことは目的を逸脱するが…
　　　　　　　→残債務が弁済期にない場合など債権者が不利な時期の債権回収を強いられるおそれがある…
　　　　　　　→「債権者とともに」という文理にも沿わないが

　　　　　　　→通説は、「抵当権者と共同して」抵当権を行使することが必要
→債権者が単独で行使することは可能だが、代位弁済者が単独で行使することはできないとする
　　　　　・競売代金は債権者が代位債権者よりも優先して弁済を受ける（判例）
　　（2）代位者相互間

　　　〔a〕趣旨（501）→代位の循環を避け、平等に負担を分け合う

　　　〔b〕物上保証人と保証人が複数いる場合

　　　　　・物上保証人の一人は、各財産の価格に応じて、他の物上保証人に対して債権者に代位する（501④）
　　　　　・保証人と物上保証人との間においては、その数に応じて、債権者に代位する（501⑤）

→ただし、物上保証人が数人あるときは、保証人の負担部分を除いた残額について、各財産の価格に応じて、債権者に代位する（501⑤但）
・保証人同士は頭数／物上保証人同士は不動産価格の割合に応じて負担部分を分ける

　　　　　・保証人と物上保証人がいる場合は、頭数で分けた後、不動産価格に応じて

　　　〔c〕債務者からの第三取得者と保証人の関係

　　　　　・保証人は、あらかじめ［先取特権／不動産質権／抵当権］の登記にその代位を付記しなければ、目的不動産の第三取得者に対して債権者に代位することができない（501①）
　　　　　　　→「あらかじめ」は「弁済期後～第三取得者出現前」（判例・通説）
　　　　　　　→弁済後の第三取得者は抵当権の負担ないと期待しているが、弁済前なら抵当権の負担を覚悟している
　　　　　・第三取得者は、保証人に対して債権者に代位しない（501②）
→債務者からの第三取得者は債務者と同視され、保証人に対する代位は許されなくなる
　　　〔d〕債務者からの第三取得者と物上保証人の関係

　　　　　・物上保証人＝保証人として、保証人と第三取得者との関係と同じ
　　　〔e〕物上保証人からの第三取得者

　　　　　・第三取得者＝物上保証人として扱う
　　　〔f〕保証人と物上保証人を兼ねる場合

　　　　　・公平の観点から、「保証人＋物上保証人で一人」として扱い（判例・通説）、頭数に応じた負担部分の限度で、抵当権の負担を負う
　　　　　　　→600万債務に対して保証人A／保証人兼物上保証人B（600万）／物上保証人C（200万）／物上保証人D（100万）なら…
　　　　　　　→負担額はA150万／B150万／C200万／D100万で、Bは150万の限度で抵当権の負担を負う

　　　〔g〕保証人と物上保証人で代位割合を変更する特約

　　　　　・保証人が代位弁済すれば物上保証人に対する抵当権を全部代位できる旨の特約があった場合、501条5号後段は、特約など特別の事情がない一般的な場合を規定するいわば補充規定に過ぎず、異なる代位割合の特約をした保証人は、後順位抵当権者など利害関係人に対しても特約の効果を主張することができ、求償権の範囲内で特約の割合に応じて抵当権などの担保権を行使できる。後順位抵当権者などは特約がない場合に比べて不利益な立場に置かれることになるが、代位弁済した保証人が行使する抵当権は、その存在と極度額が登記されているのであり、特約がある場合であっても、保証人が行使できる根抵当権は極度額を超えることはないから、もともと後順位抵当権者ら利害関係人は、債権者が被担保債権の全部について極度額の範囲内で優先弁済を主張した場合には、それを承認せざるを得ない立場にある（百選41）
　　（3）代位者と債権者

　　　〔a〕債権証書や担保物の交付

　　　　　・代位弁済によって全部の弁済を受けた債権者は、［債権に関する証書／自己の占有する担保物］を代位者に交付しなければならない（503Ⅰ）
　　　　　・債権の一部について代位弁済があった場合には、債権者は、［債権に関する証書にその代位を記入＋自己の占有する担保物の保存を代位者に監督］させなければならない（503Ⅱ）

　　　〔b〕債権者の担保保存義務

　　　　　・500条（法定代位）により代位をすることができる者がある場合において、債権者が［故意／過失］によって担保を［喪失したとき／減少させたとき］は、代位できる者は、［喪失／減少］によって償還を受けることができなくなった限度において、その責任を免れる（504）
　　　　　　　→債権者が債務者に設定した抵当権を放棄した場合、保証人は抵当権があれば回収できた限度で保証債務を免れる

　　　　　・債権者と保証人は特約で担保保存義務を免除できる（判例・銀行取引実務）

　　　　　　　→物上保証人が特約で504条の免責を主張できない場合において、物上保証人からの第三取得者は免責の効果が生じない状態の担保の負担ある物件を取得したことになり、（特約は承継して）504条による免責を主張することはできない（判例）
7-3弁済の提供

［1］はじめに

　【1】意義―――――→債務者が給付を実現するため必要な準備をして債権者の協力を求める行為

　【2】趣旨―――――→債務者を債務不履行責任から解放する制度

　【3】弁済過程の問題→弁済＝弁済の提供＋債権者の受領

［2］要件
　【1】債務の本旨に従うこと

　　　　　・弁済の提供は、債務の本旨に従って現実にしなければならない（493）
→給付の内容／場所／時期／費用（弁済の規定）
　【2】現実または口頭の提供

　　（1）意義――――――→信義則を基準として取引慣習を踏まえて判断

　　（2）現実の提供《原則》

　　　　　・現実の提供＝債務者としてなし得ることをすべてなし、債権者の受領さえあれば弁済が完了しうる状態をもたらすこと
　　　〔a〕金銭債務の場合

　　　　　・持参して支払うべき旨を述べれば債権者の面前に提示する必要はない（判例）
　　　　　・債務者自身が持参していなくても、同行の転売人が持参し、目的物引渡と同時履行が確実な場合は提供といえる（判例）
　　　　　・債権者が不在であっても原則として提供とみなされる（判例）
　　　　　・信用ある銀行の自己宛小切手／支払保証された小切手を持参していれば、提供といえる（判例）

　　　　　・一部の提供は債務の本旨に従ったといえないが、不足額がごくわずかな場合は提供といえる（判例）

　　　〔b〕金銭債務以外の場合

　　　　　・不動産売買で、売主が占有移転の提供をしなくても、移転登記手続を可能にすれば提供といえる（判例）
　　　　　・受取人に目的物の処分権を与える倉庫証券／貨物引換証の交付は原則として提供になる（判例）
　　　　　・受取人への荷為替の送付は、買主に代金の先履行を強いることになるので提供とはいえない（判例）

　　（3）口頭の提供《例外》
　　　　　・ただし、［債権者があらかじめその受領を拒んだとき／債務の履行について債権者の行為を要するとき］は弁済の準備をしたことを通知してその受領の催告をすれば足りる（493但）
　　　〔a〕債権者があらかじめ受領を拒む場合

　　　　　・準備の程度は、債権者が「受領する」といえば、合理的期間内に給付を完了できる程度でよい

　　　　　　　→拒絶の程度との相関関係で決まる

　　　〔b〕履行に債権者の行為を要する場合

　　　　　・そもそも取立行為がなければ確定期限が到来したとしても遅滞とはならない
　　　　　　　→債務者がすでに履行遅滞にある場合には、遅滞を止める

　　　　　　　→賃料に関する争いがある場合には、賃料を供託する前提として、債権者を受領拒絶状態に

　　　　　　　→契約解除の前提として、相手方の同時履行の抗弁権を失わせる
　　　　　・取立債務の場合、債務者は債権者の行為があれば直ちに履行できるだけの準備をしておけば、信義則上、弁済の提供としてなしうることをなしたといえ、別に催告を必要としない
　　（4）相手方の受領意思が明確な場合

　　（5）債権者の受領拒絶と債務者の無資力
　　　　　・債権者の弁済を受領しない意思が明確であるときは、言語上の提供は不要であるが、これは言語上の提供をすることが可能なことを前提としている。弁済に関して債務者のなすべき準備の程度と債権者のなすべき協力の程度は信義則に従って相関的に決せられるべきところ、債権者が弁済を受領しない意思を明確にしているときは、信義則上、債務者のなすべき弁済の準備の程度の軽減がなされるが、逆に債務者が弁済の準備ができない状態にあるときは、そもそも債権者に協力を要求すべきものではなく、現実になされた債権者の協力の程度とはかかわりなく、債務者の弁済の程度について軽減を図る必要はなく、債務不履行の責を免れることはできない（判例）
［3］効果
・債務者は、弁済の提供の時から、債務の不履行によって生ずべき一切の責任を免れる（492）
→同時履行の抗弁権を奪う／供託や自助売却（善管注意義務の軽減／危険の移転／増加費用負担）
　　　　　・解除のための提供は、催告に示された履行期が一定期間内であれば、債権者は期間中、提供や準備を継続しなければならないが、催告に示された履行期が一定の日時のときは、その日時に提供すれば足りる
7-4代物弁済

［1］意義

　　　　　・債務者が、債権者の承諾を得て、負担した給付に代えて他の給付をしたときは、その給付は、弁済と同一の効力を有する（482）
→本来の給付に代えて他の給付をなすことにより債権を消滅させる契約

［2］要件

　　　　　・本来の給付と異なる給付をすることが必要
　　　　　　　→要物契約であり、不動産なら移転登記／動産なら引渡しが必要

　　　　　・給付が弁済に代えてなされることが必要
　　　　　　　→あまりに過大な代物給付については公序良俗違反による契約無効の可能性

［3］効果

　　　　　・弁済と同一の効力を有する＝債務が消滅する
　　　　　・有償契約なので、給付物が不完全であれば担保責任を負う

［4］代物弁済の予約

　　　　　・代物弁済契約は要物契約であり新たな債権関係は発生しない

　　　　　　　→将来において代物弁済をする合意は予約となり、不動産の場合は仮登記担保法による規制

7-5-1相殺総説

［1］意義→相互に同種の債権債務を有する場合、債権債務を対当額において消滅させる一方的意思表示

［2］機能

　【1】決済方法の簡易化

　【2】当事者の公平

　【3】担保的機能

［3］相殺の形態

　【1】法定相殺（単独行為）

　【2】相殺契約（契約による相殺）

　【3】相殺予約

　　（1）相殺契約の予約
　　　　　・売買の一方の予約を準用（559、556）し、一定事由の発生で予約完結権（相殺の意思表示）を行使し、相殺契約を成立

　　（2）停止条件付相殺契約

　　　　　・一定事由の発生により、相殺の意思表示なしに、直ちに相殺契約の効力が発生

　　（3）準法定相殺

　　　　　・一定事由（破産や不渡り）の発生により債務者は期限の利益を失い、債権者も反対債権の期限の利益を放棄して相殺する特約

7-5-2相殺の要件

［1］相殺の原則的要件（相殺適状）

　　　　　・二人が互いに同種の目的を有する債務を負担する場合において、双方の債務が弁済期にあるときは、各債務者は、その対当額について相殺によってその債務を免れることができる（505）
　　　　　　　→ただし、債務の性質がこれを許さないときは、この限りでない（505但）
　　　　　　　→①同一当事者間に債権債務の対立があること

　　　　　　　→②対立する債権が有効に存在すること

　　　　　　　→③双方の債権が同種の目的を有すること

　　　　　　　→④双方の債務が弁済期にあること

　　　　　　　→⑤債務の性質が相殺を許すものであること

［2］当事者間での債権の対立

　【1】原則

　【2】例外

　　（1）第三者の債権で相殺できる場合

・連帯債務者（436Ⅱ）／保証人（457Ⅱ）＝弁済拒絶の抗弁権？

　　（2）第三者に対する債権で相殺できる場合

　　　　　・事前通知ない連帯債務者／保証人の求償権に対する、債権者への反対債権との相殺（443Ⅰ、463Ⅰ）

　　　　　・債権譲渡の譲受人に対する、通知前に有する譲渡人への反対債権との相殺（468Ⅱ）

　　（3）第三者への債権を受動債権とする相殺

　　　　　・相殺においても第三者弁済（474Ⅰ）が認められるのか
　　　　　　　→否定説（判例）：当事者間の公平を図る相殺の趣旨に反する

　　　　　　　→肯定説（近江）：相殺は弁済と同じ性質であり、債権者は第三者弁済を拒絶できない以上、認めるべき
　　　　　　　→折衷説（我妻）：他人の債務に責任を負担する者（物上保証人など）については認める

［3］対立債権が有効に存在

　【1】原則→相殺適状となっても、解除や取消などで債権が消滅すると相殺はできない

　【2】例外

　　　　　・時効によって消滅した債権がその消滅以前に相殺に適するようになっていた場合には、その債権者は、相殺をすることができる（508）
　　　　　　　→相殺適状に達した以上、相殺の意思表示がなくとも清算されたと考えるのが通常

　　　　　　　→時効消滅した債権の債務者は、時効の利益を放棄すれば、当然に相殺できる

　　　　　・除斥期間経過後の債権への類推適用は認められるのか

　　　　　　　→否定説（我妻）：紛争の早期解決を図る除斥期間制度の趣旨が没却される

　　　　　　　→肯定説（判例）：清算されたと考える当事者の信頼を保護する点で消滅時効と変わらない

［4］双方の債務が弁済期

　【1】自働債権→自働債権が弁済期になければ、相手方が期限の利益を失う

　【2】受働債権→債務者は原則として期限の利益を放棄できる（136Ⅱ）ので、弁済期にあることは要しない

［5］債務の性質

　【1】総説

　　（1）相殺禁止特約がある場合
　　　　　・505条1項は、当事者が反対の意思を表示した場合には、適用しない（505Ⅱ）

　　　　　　　→ただし、その意思表示は、善意の第三者に対抗することができない（505Ⅱ但）
　　（2）自働債権とすることができない場合

　　　　　・差押えられる／質権設定／抗弁権付着／自然債務

　　（3）受働債権とすることができない場合

　　　　　・差押えられる／質権設定／差押禁止債権／不法行為による損害賠償請求権
　【2】具体的検討

　　（1）自働債権に抗弁権が付着している場合

　　　　　・相殺により債務者が同時履行の抗弁権／催告や検索の抗弁権を失うことになる

　　　　　　　→債務者は抗弁権を放棄できるので受働債権の場合は相殺できる

　　　　　・注文者が請負目的物の瑕疵修補に代わる損害賠償請求権と報酬請求権は同時履行関係にあっても相殺できる（判例）
　　　　　　　→実質的経済的には減額請求であり、請負契約の当事者の互いの義務に等価関係をもたらす
　　　　　　　→相互に現実の履行をさせなければならない特別の利益はなく、抗弁権喪失による不利益はない

　　（2）受働債権が不法行為による損害賠償請求権の場合

　　　〔a〕意義
　　　　　・債務が不法行為によって生じたときは、その債務者は、相殺をもって債権者に対抗することができない（509）
　　　　　　　→被害者の現実の救済／不法行為の誘発の防止（債権を回収できない者が腹いせで不法行為／自力救済することを防止する）

　　　〔c〕両債権がともに不法行為により生じた場合→
　　　　　・双方の過失に基因する同一自己のよって生じた物的損害に基づく損害賠償請求権相互間において509条により相殺が認められないのは判例であり、このことは双方がいずれも運送業を営む会社であっても同様である（判例）
　　（3）受働債権が差押禁止債権の場合

　　　　　・債権が差押えを禁じたものであるときは、その債務者は、相殺をもって債権者に対抗することができない
　　　　　　　→恩給／賃金／年金などは生活を支えるものであり、現実の支払を確保する必要がある

　　　　　　　→自働債権とする相殺は趣旨に反しないので認められる

　　（4）自働債権が差押えられた場合

　　　　　・相殺も債権の処分であり、差押の処分禁止効に抵触する

［6］受働債権の差押と相殺

　【1】差押後に取得した自働債権との相殺

　　　　　・支払の差止めを受けた第三債務者は、その後に取得した債権による相殺をもって差押債権者に対抗することができない（511）
　【2】差押前に取得した自働債権との相殺
　　　　　・相殺の制度は、相対立する債権債務を簡易な方法により決済し、もって両者の債権関係を円滑公正に処理することを目的とする合理的制度であって、相殺権を行使する債権者の立場からすれば、債務者の資力が不十分な場合でも、自己の債権については確実かつ十分に弁済を受けたと同様の利益を受けることができる点において、担保権を有するにも似た地位が与えられるという機能を営むものである。この目的と機能は、現在の経済社会において取引の助長にも役立つものであるから、保護される当事者の地位はできる限り尊重すべきものであり、差押えが行われた場合であっても、たやすくこれを否定すべきではない。差し押さえを受けた者は被差押債権の処分が禁止され、その結果として第三債務者もまた債務者に対して弁済することを禁止されるが、これは債務者の権能が制限されることから生ずる反射的効果に過ぎないのであって、第三債務者としてはこの制約に反しない限り、債務者に対するあらゆる抗弁をもって差押債権者に対抗できるものと解すべきである。511条は、第三債務者が相殺をなし得ることを当然の前提とした上で、差押後の債権を自働債権とする相殺のみを例外的に禁止することで、差押債権者と第三債務者の利益の調整を図ったものと解するのが相当である。したがって、第三債務者は、差押後に取得されたものでない限り、自働債権と受働債権の弁済期の前後を問わず、相殺適状に達しさえすれば、差押後においても相殺をなし得る（百選43）
　【3】制限説と無制限説

　　（1）制限説

　　　　　・自働債権の弁済期が先→自働債権の弁済期到来後は、受働債権の期限の利益を放棄して相殺できる

　　　　　・受働債権の弁済期が先→受働債権の弁済期が到来しても、履行遅滞にならない限り相殺できない

　　（2）無制限説

　　　　　・受働債権の弁済期が先でも相殺できるが、現実に相殺できるのは、相殺適状に達することが必要

　　　　　　　→通常は、自働債権に期限の利益喪失約款を付し、差押えと同時に相殺できる

　【4】差押時に相殺するとみなす特約

　　　　　・特約は、信用を悪化させる一定の客観的事情が発生した場合において、貸付金債権について債務者のために存する期限の利益を喪失させ、一方、預金債権については銀行が期限の利益を放棄し、直ちに相殺適状を生ぜしめる旨の合意と解することができる。かかる合意が契約自由の原則上有効であることは論をまたないから、本件各債権は、遅くとも、差押の時に全部相殺適状が生じたものといわなければならない。そして、銀行のした相殺の意思表示は、相殺適状が生じた時に遡って効力を生じ、差押にかかる債権は、右相殺により、全部消滅に帰したものというべき（百選43）
［7］債権譲渡と相殺
7-5-3相殺の方法と効果

［1］相殺の方法

　【1】意思表示
　　　　　・相殺は、当事者の一方から相手方に対する意思表示によってする（506Ⅰ）
　【2】条件や期限の禁止

　　　　　・意思表示には、［条件／期限］を付することができない（506Ⅰ）
→条件を付すと相手方の地位が不安定になる／期限を付しても遡及効があるので無意味

　　　　　　　→合意で条件や期限を付すことは認められる（相殺予約）

［2］相殺の効果

　【1】対当額での債務消滅（505Ⅰ）

　【2】遡及効

　　　　　・相殺の意思表示は、双方の債務が互いに相殺に適するようになった時に遡って効力を生ずる（506Ⅱ）

→相殺適状時に決済されたと考えるのが通常

　　　　　・適状後の利息は発生しなかったこととなり、支払済みの場合は不当利得返還

［3］債権の消滅と相殺の遡及効

　【1】債権消滅後の相殺

　　　　　・相殺適状にあっても、その後に弁済／解除されれば、相殺の効力は生じない

　　　　　・賃料不払いにより契約が解除された場合、解除前に賃貸人に対する損害賠償債権と延滞賃料が相殺適状にあっても、遡及効は相殺の債権債務それ自体に対してであって、相殺の意思表示以前になされた契約解除の効力には何らの影響を与えるものではなく、自働債権者が債権を有することを知らなかったために相殺の時期を失した場合であっても、賃借人の相殺は認められない（判例）
　【2】相殺の競合

　　（1）同一当事者間における相殺の競合

　　　　　・甲が乙にa債権／乙が甲にb債権とc債権を有し、甲がaとbを相殺した後、乙はｃとaを相殺できるか
　　　　　　　→否定説（多数説）：甲の相殺により、すでにa債権が消滅している

　　（2）順相殺と受働債権の転付債権者からの逆相殺の優劣
　　　　　・相殺適状は原則として、相殺の意思表示がされたときに現存することを要するから、いったん相殺適状が生じたとしても、相殺の意思表示がされる前に一方の債権が弁済／相殺などによって消滅していた場合には相殺は許されず、508条はその例外である。第三債務者は、差押え前に取得した債権を自働債権とし被差押債権を受働債権として相殺することはできるが、そのことによって第三債務者が相殺の意思表示をするまでは、転付債権者が転付命令によって委付された債権を自働債権とし第三債務者に負担する債務を受働債権として相殺する権能が妨げられるべきいわれはない（判例）
7-6その他の消滅原因

［1］供託

　【1】意義
　　　　　・［債権者が弁済の受領を拒んだとき／これを受領することができないとき／弁済者が過失なく債権者を確知することができないとき］は、弁済者は、債権者のために弁済の目的物を供託して、債務を免れることができる（494）

　【2】趣旨→弁済の提供では、債務不履行責任を免れても債務は消滅しない

　【3】法的性質

　　　　　・供託者と供託所の間に成立する第三者のためにする寄託契約
→第三者のためにする契約だが、債権者の受益の意思表示は要しない

　【4】要件

　　（1）供託原因の存在

　　　〔a〕債権者の受領拒絶・受領不能→債権者の受領遅滞が前提／口頭の提供は必要

　　　〔b〕債権者の確知不能
　　　〔c〕供託物と債権の同一性

　　　　　・全部の供託が必要であり、一部を供託してもその部分の債務を免れることはない

　　　　　　　→一部の供託が積み重なり、合計額が債務全額に達したときは、全額について有効な供託となる（判例）

　　　　　・［弁済の目的物が供託に適しないとき／物について滅失や損傷のおそれがあるとき／物の保存に過分の費用を要するとき］は、弁済者は、裁判所の許可を得て、これを競売に付し、その代金を供託することができる（497）→自助売却
　【5】供託の方法
　　（1）当事者→弁済者（第三者弁済含む）

　　（2）場所―→債務の履行地の供託所にしなければらなない（495Ⅰ）
　　（3）通知
　　　　　・供託をした者は、遅滞なく、債権者に供託の通知をしなければならない（495Ⅲ）

　　　　　　　→通知自体は供託の有効要件ではないが、損害賠償の問題となることはありうる

　【6】供託の効果

　　（1）債務の消滅

　　　　　・供託者が供託物を取り戻す（496Ⅰ）と債務は消滅しなかったこととなる（解除条件説）

　　（2）債権者の供託物還付請求権

　　　　　・債務者が債権者の給付に対して弁済すべき場合には、債権者は、その給付をしなければ、供託物を受け取ることができない（498）
→同時履行の抗弁権が付着する場合は、給付と同時でなければ還付請求できない

　　　　　・通知を受け取ったときから10年の消滅時効にかかると解されている

　　（3）供託物所有権の移転

　　　　　・消費物（金銭）の場合は、消費寄託として供託所に帰属し、債権者が受け取った時点で債権者に移転する

　　　　　・特定物の場合は、供託所は保管するにすぎない

　【7】供託者による取戻
　　　　　・［債権者が供託を受諾しない間／供託を有効と宣告した判決が確定しない間］は、弁済者は、供託を取り戻すことができる（496Ⅰ）

　　　　　　　→供託によって［質権／抵当権］が消滅した場合には、適用しない（496Ⅱ）
　　　　　・取戻請求権の消滅時効は、供託する必要が生じた紛争が解決するなど、供託者が免責を受ける必要が生じた日から10年で消滅時効にかかる（判例）
［2］更改

　【1】意義

　　　　　・当事者が債務の要素を変更する契約をしたときは、その債務は、更改によって消滅する（513）
　　　　　　　→債権債務の要素を変更することで新債権を成立させ、旧債務を消滅させる契約

　　　　　・代物弁済は対価を現実に与えるが、更改は対価として新債権を成立させる

　　　　　・旧債務と新債務の成立は有因関係

　　　　　　　→旧債務が不存在なら新債務は不成立／新債務が不成立なら旧債務は存続（517）

　【2】要件

　　（1）消滅すべき債務の存在

　　（2）新債務の成立

　　（3）債務の要素の変更→債権者の交替（515）／債務者の交替（516）／債務の目的や態様の変更（513）

　　（4）契約当事者

　　　　　・債権者の交替ならば、新旧債権者と債務者の三面契約
　　　　　　　→債権者の交替による更改は、確定日付のある証書によってしなければ、第三者に対抗することができない（515）
　　　　　・債務者の交替による更改は、債権者と更改後に債務者となる者との契約によってすることができる（514）

　　　　　　　→ただし、更改前の債務者の意思に反するときは、この限りでない（514）

　【3】効果

　　（1）旧債務の消滅
　　　　　・付随する担保権／保証債務／従たる権利も旧債務に付従して消滅するのが原則だが…

　　　　　・更改の当事者は、更改前の債務の目的の限度において、その債務の担保として設定された［質権／抵当権］を更改後の債務に移すことができる（518）
　　　　　　　→ただし、第三者がこれを設定した場合には、その承諾を得なければならない（518但）
　　（2）新債務の成立

　　　　　・新旧債務に同一性がなく、旧債務に付着した抗弁は切断されるのが原則
　　　　　　　→468条1項（無留保承諾の抗弁切断）は、債権者の交替による更改について準用する（516）
　【4】更改契約の取消

　　　　　・更改によって生じた債務が、［不法な原因のため／当事者の知らない事由によって］成立しないとき／取り消されたときは、更改前の債務は、消滅しない（517）
　　　　　　　→更改後の債務が解除によって消滅した場合は、更改前の債務が復活する？
　　　　　　　→新旧債務が当事者間だけの問題なら復活し、第三者との間にも存在したときは復活しない（判例）

［3］免除
　【1】意義→債権者が債務者に対して債務を免除する意思を表示したときは、その債権は、消滅する。（519）
　【2】要件

　　　　　・処分権限があること／意思表示があること

　　　　　　　→意思表示は単独行為なので撤回はできないが、条件や期限を付けることはできるとされる

　【3】効果→債権が第三者の権利の目的である場合、債権消滅の効果は第三者に及ばない

［4］混同
　【1】意義―――→［債権／債務］が同一人に帰属したときは、その債権は、消滅する（520）
　【2】効果

　【3】混同の例外→債権が第三者の権利の目的であるときは、この限りでない（520但）
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